


はじめに 

 

 
 NPO を含む市民活動と企業セクターは、いかにすればより良い連携関係が結べるのだろう
か？本調査は、NPO と企業双方の意識を調べることを通じて、具体的な連携の仕組み作りを目
的としている。 
 企業の社会貢献活動は現在、CSR（Corporate Social Responsibility＝企業の社会的責任）が
トレンドとして注目を集めている。この CSRは、「マルチ・ステークホルダーエコノミー」とい
う、企業を取り巻く新たな関係性と密接につながっている。すなわちそこでは、企業が顧客・株

主・従業員のほかにも、投資家・取引先、さらには地域住民など多様なステークホルダー（利害

関係者集団）によって構成されていることが示されている。わが国でも高度経済成長のひずみと

して顕在化した公害問題や、兵庫県域にかぎれば 1995年の阪神・淡路大震災などが企業と地域
との関係を見直す転機になったと言えよう。そして CSRの実践は企業に、ブランド価値の向上・
市場および地域からの評価と支持をもたらすと考えられている。 
 その一方、NPO を含む地域活動団体も、企業との連携によって新たな価値と機会の創造を期
待している。“2007年問題”と呼ばれる団塊の世代の大量退職、地方自治法の改正にともなう「指
定管理者制度」の導入など、既成の仕組みが流動化する現在、企業セクターの蓄えてきたノウハ

ウは NPOの経営にも強いインパクトを与えるだろう。そうして生まれた企業とＮＰＯの連携関
係も、ひろく県民に享受されることによって、同時に市民活動や CSRがいっそう認知されてい
くのかもしれない。 
平成 18年 12月現在、兵庫県内における NPO法人は 1,000団体（兵庫県認証分）を超えるが、
その半数の年間総収入は 500 万円未満（ひょうごボランタリープラザ、『ひょうご NPO データ
ブック』平成 16年）で、運営基盤が必ずしも安定しているわけではない。 

NPO のミッションを実現する上で、活動の継続性は重要な要因となってくるが、その実現を
促す手法のひとつとして、企業との連携があると考えられる。ひょうごボランタリープラザでは、

NPO の基盤強化を図る環境づくりに向けた働きかけのひとつとして、企業と NPO との連携を
通じて地域社会の課題解決や地域貢献につなげていくことを目的に、兵庫県からの委託を受けて

平成 17 年度から 18 年度の 2 年間にわたり、特定非営利活動法人コミュニティ・サポートセン
ター神戸と協働協定（資料編参照）を結び、実施することとなった。 
具体的には、１年目に、企業側の CSRに対する意識や NPOとの協働のための要因を探り、2

年目にはNPOに対して企業との関わりや連携についての調査を実施し、将来的には、企業とNPO
が、ヒト・モノ・カネ・場所・情報等の資源を相互に生かすことができるマーケットを創設して

いきたいと考えている。 
 今回の調査は、當間克雄教授（兵庫県立大学経営学部）のご指導を受けて実施した。お忙しい

中、調査にご協力いただいたＮＰＯと、ヒアリング調査や集計作業にご協力いただいたボランテ

ィアの方々に対して厚く御礼を申し上げたい。 
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第１部 実態調査編 

 
 
 
 

第１章 調査研究の概要 
 
 
第１節 調査の目的 
 周知のように、企業の経営活動は地球的規模（グローバル）に拡大し、活動内容も多岐にわた

るようになっている。それゆえ、消費生活や地域社会、あるいは地球環境に対する企業活動の影

響が多大になったため、近年、様々な場面において、企業の社会的責任（Corporate Social 
Responsibility：以下 CSR）や社会貢献活動に関する議論が活発に行われるようになった。もは
や企業は、その経営活動に直接的および間接的に関わるステークホルダー(利害関係者集団)を無
視した活動は出来なくなっているのである。 
 企業の CSR活動や社会的貢献活動には様々なものがあるが、近年、注目されている活動の１
つに地域社会の住民やそこで活動する非営利組織（Non Profit Organization：以下 NPO）との
連携活動がある。ステークホルダーの一員としての地域住民や NPOと企業とが連携・協働活動
をすることによって、よりよい地域社会を作り上げることが、かかる活動の目的に他ならない。

つまり、今日、かかる活動の促進は、企業と NPOの双方にとって新しくかつ重要な活動と位置
づけられるのである。 
 我々は、このような活動の重要性に注目し、2005年 10月に企業向けに NPOとの連携活動に
関するアンケート調査を行い、その成果を 2006年３月に『企業の地域活動と NPOとの連携に
関する実態調査研究』として中間報告書をまとめた。本報告書はその続編で、連携活動に関する

NPO向けのアンケート調査をまとめたものである。つまり、兵庫県に立地する NPOは、「企業
との連携活動をどの程度、どのような内容で行っているのであろうか」、「連携活動をどう評価し

ているのであろうか」、「連携活動を促進するためには、どのような要件や仕組みが必要であろう

か」といった問題意識を明らかにすることが本報告書の目的である。 
 
第２節 調査の手法 
 １ 調査対象 
 このたびの調査は、兵庫県で認証を受けた全ての特定非営利活動法人（NPO 法人）と、その
他にも県内で活動を行なう任意団体および社会福祉法人を調査対象とした。 
   兵庫県で認証を受けた NPO法人     991団体 
   その他の任意団体および社会福祉法人等   30団体   計 1021団体 
   ・調査日  平成 18年 8月 1日 
   ・回答数  212団体（回収率 20.8％） 
 
 ２ 調査内容 



 最終年の平成１８年度は、NPO に対して企業との連携・協働に関する意識と要因を探るため
に、アンケート及びグループヒアリングを実施した。 
 ＜アンケート＞ 
 （１）企業との連携活動の有無 
 （２）企業との連携活動の事例 
 （３）企業への要望 
 （４）連携を促すために必要なもの 
 ［共通項目］ 
  団体の種別・活動分野・活動開始年・事業規模・スタッフの人数 
＜グループヒアリング＞ 

 アンケート調査とは別に、神戸・阪神・播州エリアの NPOを対象とするグループヒアリング
も実施した。そこでは企業との連携に関する取り組み状況や、企業への要望、連携を促すための

方策などについて聞き取りを行なった。 
   ・ヒアリングの期間    平成 18年 7月 10日～8月 2日 
   ・ヒアリング調査団体数  16団体 
 
 ３ 調査概要 
（１）企業との連携活動を行っている NPOは 212団体中 90団体、全体の 42％であった。現在
はないが過去にあったと回答した団体も含めると 96団体で全体の 45％となる。また、事業規
模 500万円以下の NPOは連携活動を行っていない割合が高く、500万を超える NPOは連携
活動に取り組んでいる割合が高い。 

（２）連携活動のきっかけとしては、「企業のトップや担当者と個人的なつながりがあった」が

最も多く、続いて「企業に直接話をもっていった」、「企業からの打診があった」といった意見

が主である。 
（３）連携活動の内容をみると、①寄付や助成金の受入れ ②法人会員および賛助会員としての

入会 ③共同でのイベント等の開催 ④理事や監事への就任 ⑤講師や専門家の派遣や受入

れなどである。 
（４）連携活動を行う理由は、①地域貢献のパートナーとして認識しているから ②活動に必要

な資金を確保するため ③団体の社会的認知を高めることにつながるから ④活動の基盤とな
る場や物的資源を得るためといったことである。 

（５）連携活動の評価については、現に連携活動を行っている NPO の評価は非常に高く、「企
業との連携活動を今後とも続けたいと思っていますか」という質問に対し、全体の７割強が「大

いにそう思う」と回答している。 
（６）連携活動を行わない理由として、①企業が NPOにどのような関心をもっているかが分か
らない ②団体内の人的資源に余裕がない ③企業との関わり方が分からないなどがあげら

れる。 
（７）連携活動をやめた理由としては、①予定した事業が終わったから ②企業の都合により継

続できなくなったから（経営の悪化、経営者の交代、部署の廃止、担当者の異動など）があげ

られる。 
（８）連携活動に必要な要件として回答が多かったのは、①どのような企業があるのかについて



の情報収集 ②連携活動を担当する人材の確保 ③積極的な情報公開や情報発信をする能力

やツール ④地域における認知や信用を高めること ⑤具体的な協働案を提示できる能力の

養成といった意見である。 
（９）連携活動に関する企業への要望として回答が多かったのは、①トップが地域活動に関心を

もって欲しい ②地域活動のパートナーとして NPO を認識して欲しい ③ NPO への理解に
ついて、社内で合意が得られるように進めて欲しい ④寄付金や助成金などの資金を提供して

欲しい ⑤地域活動に関連ある技術やノウハウなど企業情報をもっと公開して欲しいといっ

た意見である。 
（10）連携活動に必要な仕組みとして回答が多かったのは、①協働事業に関する企業の情報を提
供して欲しい ②企業と交流する機会を作って欲しい ③NPOからの要望を受け止め、企業
に発信する仕組み（仲介機関など）が欲しいといった意見である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

グループヒアリング調査の風景 
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第２章 アンケートにみる NPO と企業との連携活動 
 
 
第１節 アンケート調査の参加団体の特徴 
アンケート調査結果の具体的な分析に入る前に、まず最初に、本調査に回答を寄せた

NPO の特徴を紹介しよう。本調査では、「①兵庫県で認証を受けた全ての特定非営利活動
法人（NPO 法人）」991 団体と、「②～④県内で活動を行う任意団体及び社会福祉法人」30
団体の計 1,021 団体を調査対象とした。回答を寄せた団体は 210 団体で、その内訳は図 1
に示されるように、①のうち 199 団体、②～④のうち 11 団体である。全体の約 95％がす
でに法人格を取得しており、2007 年 1 月時点の兵庫県内の NPO 法人の約 2 割がアンケー
ト調査に参加した計算になる。 

 
図１ 回答団体の特徴（法人格の取得の有無） 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

回答結果 

① 199 ③ 3 

② 0 ④ 8 

 

【選択肢】  

①  NPO 法人 ②  NPO 法人申請中 ③  その他の法人格（        ） ④  任意団体  

 

 次に、アンケート回答団体の主たる活動分野をみてみよう。図２に示されるように、回

答の多い順に主たる活動分野をあげると、①保健・医療・福祉（119 団体、全体の 56.13％） 
②まちづくり（77 団体、36.32％）③子供の健全育成（69 団体、32.54％）④社会教育（40
団体、18.86％）④文化・芸術・スポーツ（40 団体、18.86％）④環境保全（40 団体、18.86％）
となる。複数回答ではあるが、回答 NPO212 団体を全体とすると、高齢者介護や障害者支
援などの保健・医療・福祉事業を運営する団体が半数を占めていることがわかる。また、

まちづくり支援をする団体や保育などの子供の健全育成事業を運営する団体も 3 割、教育
支援や文化・芸術関連、環境関連の NPO も 2 割弱、回答していることが分かる。 
 アンケート回答団体の活動開始年に目を転じてみよう。特徴的なのは、回答した団体の

７割弱（68.57％）が 2000 年以降に設立されていることである（図 3 を参照）。特に、2003

回答状況 

ＮＰＯ法人 199/991 

ＮＰＯ法人申請中 0/0 

その他の法人格 3/4 

任意団体 8/26 

合 計 212/1021 

回収率 20.8％  

ＮＰＯ法人：199／991 団体  

その他の法人格：3／4 団体  任意団体：8／26 団体  

回答数 
210 団体



 

年以降の 4 年間に設立された団体は、5 割近い（47.61％）という状況である。アンケート
調査に回答した団体は、総じて成立年次の浅い NPO といえよう。 

図２ アンケート回答 NPO の主たる活動分野 
回答結果 

① 119 ⑤ 40 ⑨ 22 ⑬ 3 ⑰ 11 

② 40 ⑥ 6 ⑩ 13 ⑭ 14 ⑱ 5 

③ 77 ⑦ 14 ⑪ 69 ⑮ 18 （複数回答）

④ 40 ⑧ 22 ⑫ 14 ⑯ 6   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【選択肢】  

①保健・医療・福祉 ②社会教育 ③まちづくり ④文化・芸術・スポーツ ⑤環境保全、⑥災害救援

⑦地域安全 ⑧人権擁護・平和 ⑨男女共同参画 ⑩国際協力 ⑪子供の健全育成 ⑫科学技術振興  

⑬情報化社会の発展 ⑭経済活動の活性化 ⑮職業能力の開発や雇用機会の拡充の支援 ⑯消費者の保

護 ⑰NPO の支援 ⑱その他（     ）  

図３ アンケート回答 NPO の活動開始年 
回答結果 

～1989 年 19 1993 年 3 1997 年 4 2001 年 17 2005 年 26

1990 年 1 1994 年 2 1998 年 9 2002 年 13 2006 年 24

1991 年 1 1995 年 9 1999 年 9 2003 年 26   

1992 年 4 1996 年 5 2000 年 14 2004 年 24   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問９　回答結果

0

20

40

60

80

100

120

140

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰ ⑱

問１０　回答結果
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 さらに、アンケート回答団体の事業規模について吟味しよう。図 4 に示されているよう
に、事業規模が 500 万円以下の NPO 法人（図 5 の①と②を加えた値）は、回答した 206
団体中 112 団体、全体の 54.36％を占める。NPO 法人の 5 割以上が 500 万円未満（平成
15 年度『ひょうご NPO データブック』）という調査データから考えると、本調査の回答
団体も類似する事業規模をもっていると解釈することができよう。ただ、特筆すべき点は、

事業規模が 1000万円を超える NPOが 61団体、全体の 29.61％もあるという事実である。
回答団体の 56.13％が保健・医療・福祉分野の事業を営んでおり、それにはおそらく介護
系の事業が含まれることから、事業規模の大きな NPO 団体も存在するのであろう。 

図４ アンケート回答 NPO の事業規模 
 

回答結果 

① 60 ③ 33 

② 52 ④ 61 

 
 
 
 
 
 
 
 

【選択肢】  

①100 万円以下 ②500 万円以下 ③1000 万円以下 ④1000 万円超 
 
 アンケート回答団体の組織的な規模はどのようになっているのであろうか。それを、①

常勤職員、②非常勤職員、③ボランティアの点から示したのが図５である。 
まず常勤職員については、回答した 210 団体中 69 団体が、常勤職員がいない（0 名）

と回答している。常勤職員がいないのに、安定的かつ恒常的な NPO 活動が出来るかどう
か非常に疑問であるが、調査結果は、全体の 3 割を超える（32.85％）団体に常勤職員が
いないという現状を映し出している。この結果とは逆に、常勤職員が 11 名以上と回答し
た団体は 8 団体、最大の団体は、41～50 名と回答している。この点は、事業として介護・
福祉系の団体が多かった点と関係しているのかもしれない。 
 次に非常勤職員とボランティアの数についてみていこう。有効回答 206 団体中 70 団体
が、非常勤職員はいないとしている。全体の 3 割強（33.98％）が非常勤職員 0 名の団体
である。また、ボランティアの場合は、有効回答 199 団体中 58 団体が、ボランティアは
いないとしている。ボランティアを効果的に活用するということは、NPO 活動の社会的存
在意義やその団体の地域での存在意義や役割などとも関わると考えられている。また、保

有資源の少ないNPOにとって、ボランティアは活用できる重要な地域資源に他ならない。
この点から考えると、調査結果は、3 割弱（29.14％）の団体が、ボランティアという非常
に重要な地域資源を活用できていないということを浮き彫りにしている。 

問１１　回答結果
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図５ アンケート回答 NPO 団体のスタッフの人数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

【選択肢】  

 ①常勤職員（  ）名 ②非常勤職員（  ）名 ③ボランティア（  ）名  

  常勤職員 非常勤職員 ボランティア 

0 名 69 70 58 

1 名 38 13 9 

2 名 38 19 11 

3 名 24 21 4 

4 名 7 11 7 

5 名 12 14 17 

6 名 3 7 2 

7 名 2 9 4 

8 名 3 5 5 

9 名 1 1 1 

10 名 5 13 27 

11～20 名 4 15 26 

21～30 名 2 7 13 

31～40 名 1 0 4 

41～50 名 1 0 4 

51～100 名 0 0 3 

101～200 名 0 0 3 

201～230 名 0 0 1 
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図６ アンケート回答 NPO の所在地 
回答結果 

神戸市 88 姫路市 13 赤穂市 2 宍粟市 4 

 東灘区 16 尼崎市 15 宝塚市 5 加東市 2 

 灘区 8 明石市 9 三木市 1 たつの市 3 

 中央区 19 西宮市 19 高砂市 3 猪名川町 2 

 兵庫区 4 洲本市 3 川西市 3 多可町 1 

 北区 6 芦屋市 4 小野市 1 稲美町 2 

 長田区 11 伊丹市 5 三田市 5 播磨町 2 

 須磨区 5 相生市 1 篠山市 3 太子町 1 

 垂水区 6 豊岡市 2 養父市 1 所在地不詳 2 

 西区 13 加古川市 2 丹波市 5  

 

回答結果　所在地別
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回答結果　所在地別
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 最後に、アンケート回答団体の所在地について紹介しよう。図 6 に示されるように、209
団体中 88 団体、全体の 42.1％が神戸市に所在している。その数に尼崎市や西宮市などの
都市を加えると回答団体の半数以上が都心部あるいは比較的都心部に近い地域に所在して

いることが分かる。この点から推測すると、回答した NPO 団体の周辺には多くの企業が
立地していると考えられ、企業と NPO との連携活動の可能性も高いと言えるのかもしれ
ない。 
 以上、これまで紹介してきたアンケート回答団体の特徴は、下記のようにまとめること

ができる。 
 
 
 
【アンケート回答団体の特徴】 
（１）NPO 法人格を取得している団体は 210 団体中 199 団体で、全体の約 95％がすでに
法人格を取得している。 

 
 

回答結果　所在地別

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

赤穂市 宝塚市 三木市 高砂市 川西市 小野市 三田市 篠山市 養父市 丹波市

回答結果　所在地別
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（２）回答の多い順に主たる活動分野をあげると、①保健・医療・福祉（119 団体、全体
の 56.13％）②まちづくり（77 団体、36.32％）③子供の健全育成（69 団体、32.54％）
④社会教育（40 団体、18.86％）④文化・芸術・スポーツ（40 団体、18.86％）④環境
保全（40 団体、18.86％）となる。 

 
（３）回答 NPO 団体のほぼ 7 割近く（68.57％）が 2000 年以降に設立されている。特に

2003 年以降の 4 年間に 5 割近い（47.61％）NPO が設立されている。 
 
（４）事業規模が 500 万円以下の NPO 法人は、回答した 206 団体中 112 団体、全体の

54.36％である。また、事業規模が 1000 万円を超える NPO が 61 団体、全体の 29.61％
もある。 

 
（５）常勤職員については、回答した 210 団体中 69 団体（全体の 32.85％）が「常勤職
員はいない（0 名）」と回答している。常勤職員が 11 名以上と回答した団体も８団体み
られた。また、有効回答 206 団体中 70 団体（33.98％）が、非常勤職員はいないとして
いる。さらに、有効回答 199 団体中 58 団体（29.14％）が、ボランティアはいないとし
ている。 

 
（６）回答した 209NPO 団体中 88 団体、全体の 42.1％が神戸市に所在している。その数
に尼崎市や西宮市などの都市を加えると回答 NPO 団体の半数以上が都心部あるいは比
較的都心部に近い地域に所在している 

 
 
第２節 NPO と企業との連携活動の状況 
本節では、アンケートに回答した NPO と企業との連携活動について、具体的に吟味し

ていこう。まず最初にかかる活動の有無について示した図 7をみていこう。それによれば、
企業との関わり合いがあると回答した NPO は 212 団体中 90 団体、全体の 42％に止まっ 
 

図７ 企業との連携活動の有無 
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 問1　回答結果

42%

55%

3%

ある ない 過去あり



 

た。現在はないが過去にあったと回答した団体も含めると 96 団体で、それでも全体の 45％
に過ぎない。愛知県で行われた同様の調査をみてみると、そこで企業との関わりがあると

回答した NPO は 54.1％（2001 年調査）であった。 
 ここでさらに、前述したアンケート回答団体の特徴と連携活動の有無との関係について

分析してみよう。まず図 8 は、NPO の活動開始年と連携活動の有無との関係を示したも
のである。一般に、活動開始年の古い NPO ほど地域活動の経験が豊富になり、それを通
じて様々な企業や組織とのネットワークを構築する可能性が高まり、積極的に企業との連

携活動を展開するのではないかと推測される。つまり、NPO 活動の経験が、ネットワーク
の構築にプラスに働き、企業との連携活動を促進させるという仮説を設定することができ

るわけである。 
では現状はどうであろうか。図 8 を見ると、確かに 1990 年以前に活動を開始した NPO

は、積極的に連携活動を展開し、また 2006 年に設立した NPO は、活動経験のなさからか、
連携活動は消極的なようであり、かかる仮説の妥当性は高いように見えよう。しかし、そ

れ以外のデータを見ると、NPO の活動開始年と連携活動との間には、積極的な関係はなさ
そうである。つまり、本調査においては、活動開始年を代理変数とした NPO の活動経験
の豊富さや未熟さという要因と、企業との連携活動との間には関係はなさそうである。 

図８ 回答団体の活動開始年と連携活動の有無 
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図９ 事業規模と連携活動の有無  

 
 次に、アンケート回答団体の事業規模と連携活動の有無についてみていこう。図 9 はか
かる 2 つの変数間の関係を示したものである。一般に、事業規模の大きな NPO ほど、活
動や資源に余裕が出て、企業との連携活動を積極的に取り組めると推測されよう。逆に、

事業規模の小さな NPO ほど、資源的な余裕度は低下するので、日々の活動に忙殺され、
企業との連携活動に目が向かなかったり、消極的になるかもしれない。つまり、事業規模

の大きさが、NPO の資源余裕度に結びつき、それが企業との連携活動に影響を与えるとい
う仮説が設定できるのである。 
では実態はどうであろうか。図 9 は、かかる仮説を見事に示しているようにみえる。事

業規模 500 万円を境にして、企業との連携活動の有無が逆転している。つまり、事業規模
500 万円以下の NPO は連携活動を行っていない件数が多く、500 万を超える NPO は連携
活動に取り組んでいる件数が多いのである。本来ならば、事業規模の低い NPO ほど、企
業との連携活動を積極的に行い、経営資源を確保して、地域活動を促進していく必要があ

るのだが、調査結果は、「経営資源の必要度→連携活動」という関係よりも、「事業規模の

大きさ→活動の余裕度→連携活動」といった関係を映し出していると言えよう。 
かかる関係を確かめるために、さらに、常勤スタッフの有無と企業との連携活動との関

係について分析してみよう。一般に、常勤スタッフの有無は、事業規模の代理変数と考え

られ、スタッフの数や多さは、介護や福祉など NPO が選択する事業の種類とも相関関係
があると考えられている。常勤スタッフがいる NPO の方が連携活動をしているという調
査結果になれば、「事業規模の大きさ→活動の余裕度→連携活動」という仮説は、より確か

らしいものになろう。また、愛知県で行われた調査や NPO へのヒアリング調査などを参
考にしていると、「企業との連携活動を継続的に行うためには人的資源の確保が欠かせな

い」、「人的資源の余裕がないから企業との連携活動ができない」といった主張も見られる。 
以上の点を明らかにするために、図 10 に常勤スタッフの有無と連携活動の有無との関

係を示した。この図をみても分るように、仮に常勤スタッフがいても、企業との連携活動

を行っていない NPO の件数の方が多く、また常勤スタッフがいなくても企業との連携活 
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図 10 常勤スタッフの有無と連携活動の有無との関係 

 
動を行っている NPO もみられる。つまり、調査結果によれば、常勤スタッフの有無と連
携活動の有無との関係はなさそうである。ということは、前述した「事業規模の大きさ→

活動の余裕度→連携活動」という関係は一概には言えないということにもなる。NPO の事
業規模が大きく、それゆえスタッフも多く抱えているから、企業との連携活動が促進され

ると考えるのは早計のようである。企業と NPO との連携活動を促進するためには、NPO
の事業規模を大きくし、常勤スタッフを増やせばよいということではなく、もう一工夫、

仕掛けや仕組み作りが必要なのかもしれない。 
 では次に、連携活動のきっかけについて目を転じてみよう。 
図 11 に示されるように、回答が最も多かったのは、①トップや担当者と個人的なつな

がりがあった（61）②企業に直接話をもっていった（35）③企業からの打診があった（22）
といった項目である。企業のトップや担当者との個人的なつながりが連携活動のきっかけ

となった NPO 団体は、回答全体 158 のうちの 38.6％で、それに②と③の選択肢を合わせ
ると全体の 74.68％にも及ぶ。この調査結果から、NPO と企業との連携活動は簡単に行わ
れるものではなく、何らかの繋がりやネットワーク、および具体的な行動にその開始が大

きく依存することがわかる。 
図 11 連携活動のきっかけ 
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【選択肢】  

①トップや担当者と個人的なつながりがあった ②企業に直接話をもっていった ③企業からの打診が

あった ④経済団体から働きかけがあった（団体名：       ） ⑤NPO や中間支援組織から仲

介があった ⑥行政からの働きかけがあった ⑦その他（         ） 
 

図 12 企業との連携活動の内容 
回答結果 

① 7 ⑥ 9 ⑪ 30 ⑯ 5 

② 26 ⑦ 36 ⑫ 7 ⑰ 11 

③ 16 ⑧ 30 ⑬ 14 （複数回答）

④ 5 ⑨ 8 ⑭ 13   

⑤ 13 ⑩ 8 ⑮ 3   

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

【選択肢】  

①ボランティアを受入れている ②理事や監事へ就任してもらっている ③講師や専門家の派遣や受入

れ ④社員のボランティア研修 ⑤製品や社内剰余品の受入れ ⑥印刷機や自動車などの資材や機材の

受入れ ⑦寄付や助成金の受入れ ⑧法人および賛助会員として入会してもらっている ⑨NPO の機

関誌への広告掲載 ⑩会議室や運動場などの社内施設の使用 ⑪共同でのイベント等の開催 ⑫共同で

商品開発やモニタリングを行っている ⑬事務所など恒常的な施設の利用 ⑭技術やノウハウ、その他

専門的知識の提供と交換 ⑮企業から社員を受入れている ⑯企業の社会貢献制度を活用している ⑰

その他（    ） 
 
 企業と NPO とは、どのような連携活動を行っているのであろうか。図 12 に示されるよ
うに、回答の多かった 5 つの活動内容をあげると、⑦寄付や助成金の受入れ（36） ⑧法
人および賛助会員として入会してもらっている（30） ⑪共同でのイベント等の開催（30）
②理事や監事へ就任してもらっている（26） ③講師や専門家の派遣や受入れ（16）とな
る。NPO は企業とともに、人的側面（②・③）と資金的側面（⑦・⑧）での連携活動、お
よび共同でのイベント開催といった連携活動を展開しているのである。 
 NPO は企業と連携活動を行う理由をどのように考えているのであろうか。図 13 は、か
かる疑問に対する NPO の回答をまとめたものである。平均点の高い順に連携活動の理由

問２－２　回答結果
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をあげると、①地域貢献のパートナーとして認識しているから（4.25） ④活動に必要な
資金を確保するため（4.00） ②団体の社会的認知を高めることにつながるから（3.92）
⑥活動の基盤となる場や物的資源を得るため（3.84）となる。連携活動を行っている NPO
団体は、企業をかかる活動のパートナーとして積極的に認識し、連携活動を通じて資源を

確保するために、あるいは団体の社会的認知を向上させるために、企業との連携活動を推

進していると解釈できよう。 
図 13 企業との連携活動を行う理由 
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【選択肢】  

①地域貢献のパートナーとして認識しているから ②団体の社会的認知を高めることにつながるから  

③活動に必要な人材を確保するため ④活動に必要な資金を確保するため ⑤専門的知識の導入により、

活動の向上を図るため ⑥活動の基盤となる場や物的資源を得るため ⑦企業の経営資源を活用して、

新たな地域活動や事業を創出するため ⑧企業との連携を通じて、スタッフの能力向上を図るため ⑨

他のセクターとのネットワークを広げるため ⑩社員や退職者の地域での活動の場を提供するため  

図 14 連携活動の評価  
回答結果 

全くそう思わない 0 

あまりそう思わない 1 

どちらともいえない 2 

ややそう思う 21 

大いにそう思う 64 

平均値: 4.68  
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 このような企業との連携活動を、NPO 団体はどのように評価しているのであろうか。図
14 はかかる活動に対する NPO の評価を示したものである。それにみられるように、実際
に連携活動を行っている NPO のかかる活動に対する評価は非常に高く、「企業との連携活
動を今後とも続けたいと思っていますか」という質問に対し、全体の 7 割強（72.72％）
が「大いにそう思う」と回答している。この結果から、企業と NPO との連携活動は、一
定の成果を上げ、高い評価を受けていると考えて良いであろう。 
 これまで紹介してきた企業と NPO の連携活動の有無や内容、評価などは、下記のよう
にまとめることができる。 
 
【企業と NPO との連携活動の状況】 
（１）企業との連携活動を行っていると回答した NPO は 212 団体中 90 団体、全体の 42％
に止まった。現在はないが過去にあったと回答した団体も含めると 96 団体で全体の
45％である。アンケート回答団体の特徴と連携活動の有無については、事業規模と連携
活動との間に関係がありそうだ、つまり、事業規模 500 万円以下の NPO は連携活動を
行っていない件数が多く、500 万を超える NPO は連携活動に取り組んでいる件数が多
いのである。 

 
（２）連携活動のきっかけで多かったのは、①トップや担当者と個人的なつながりがあっ

た（61）、②企業に直接話をもっていった（35）、③企業からの打診があった（22）とい
った意見である。この調査結果から、NPO と企業との連携活動は簡単に行われるもので
はなく、何らかの繋がりやネットワーク、および具体的な行動にその開始が大きく依存

することがわかる。 
 
（３）連携活動の内容について、回答の多かったものをあげると、⑦寄付や助成金の受入

れ（36） ⑧法人および賛助会員として入会してもらっている（30） ⑪共同でのイベ
ント等の開催（30） ②理事や監事へ就任してもらっている（26） ③講師や専門家の派
遣や受入れ（16）となる。NPO は企業とともに、人的側面（②・③）と資金的側面（⑦・
⑧）での連携活動、および共同でのイベント開催といった連携活動を展開している。 

 
（４）連携活動を行う理由として多かったのは、①地域貢献のパートナーとして認識して

いるから（4.25） ④活動に必要な資金を確保するため（4.00） ②団体の社会的認知
を高めることにつながるから（3.92） ⑥活動の基盤となる場や物的資源を得るため
（3.84）といった意見である。連携活動を行っている NPO 団体は、企業をかかる活動
のパートナーとして積極的に認識し、連携活動を通じて資源を確保するために、あるい

は団体の社会的認知を向上させるために、企業との連携活動を推進しているのである。 
 
（５）連携活動の評価については、実際にかかる活動を行っている NPO 団体の評価は非
常に高く、「企業との連携活動を今後とも続けたいと思っていますか」という質問に対

し、全体の 7 割強（72.72％）が「大いにそう思う」と回答している。 
 



 

 これまでは連携活動を実際に行っている団体の回答であったが、かかる活動を行ってい

ない NPO は、連携活動についてどのように考えているのであろうか。その点を明らかに
するために、連携活動を行わない理由を尋ねてみた。その結果は図 15 に示されよう。 
連携活動を行わない理由を平均値の高い順にあげると、③企業が NPO にどのような関

心をもっているかが分からない（3.86） ⑧団体内の人的資源に余裕がない（3.85） ②企
業との関わり方が分からない（3.71）となる。この結果から、回答した NPO 団体は、連
携活動そのものや連携相手に関する知識や情報の不足、および連携活動に割ける人的資源

の不足といった課題を抱えていることがうかがえよう。その他にも、「NPO 法人を設立し
て間がない」、「今までにそういう機会がなかった」、「関わりをもっていきたいが、人的

にそのための活動の余裕がないのが現状」といった自由記述もみられた。企業との連携

活動を促進していくためには、NPO 団体が抱えるこのような課題を取り除くか、緩和して
いくことが必要となるかもしれない。 

図 15 企業との連携活動を行わない理由 
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【選択肢】  

①企業と連携してもメリットはない ②企業との関わり方が分からない ③企業が NPO にどのような

関心をもっているかが分からない ④自分たちの活動が地域貢献以外に利用されるのではないかという

不安がある ⑤企業側が NPO を理解していない ⑥団体のミッションに合わない ⑦団体内の連携活

動に関する意識が低い ⑧団体内の人的資源に余裕がない ⑨連携活動の失敗に関する他団体の事例を

知っているから 
 
 では次に、これまで企業との連携活動を行っていたが現在はやめている団体の連携活動

をやめた理由について吟味してみよう。図 16 に示されるように、かかる理由について多
かった意見は、①予定した事業が終わったから（3.0）、③企業の都合により継続できなく
なったから（経営の悪化、経営者の交代、部署の廃止、担当者の異動など）（2.0）であっ



 

た。この結果からは、企業と NPO の連携活動は、企業側の経営状況や組織体制の変化に
よっても影響を受けることがわかる。 
 

図 16 連携活動をやめた理由 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【選択肢】  

①予定した事業が終わったから ②団体の都合により継続できなくなったから（理事長の交代や人手不

足など） ③企業の都合により継続できなくなったから（経営の悪化、経営者の交代、部署の廃止、担

当者の異動など） ④両者の目指すものが合わなくなったから ⑤連携活動を継続する意欲が失われた

から ⑥信頼関係が失われたから ⑦その他  

 
 以上のように、連携活動を行わない、あるいはかかる活動をやめた理由については、以

下のようにまとめることができる。 
 
【連携活動を行わない理由とやめた理由】 
（１）連携活動を行わない理由として、ア）企業が NPO にどのような関心をもっている
かが分からない、イ）団体内の人的資源に余裕がない、ウ）企業との関わり方が分から

ない、などがあげられる。この結果から、回答した NPO 団体は、連携活動そのものや
連携相手に関する知識や情報の不足、および連携活動に割ける人的資源の不足といった

課題を抱えていることがわかる。 
 
（２）連携活動をやめた理由として、ア）予定した事業が終わったから、イ）企業の都合

により継続できなくなったから（経営の悪化、経営者の交代、部署の廃止、担当者の異

動など）があげられる。 
 
 
第３節 NPO と企業との連携活動に必要な要件や仕組み 
 前述したように、本調査では、企業との連携活動を現在行っていると回答した NPO は
212 団体中 90 団体、全体の 42％であった。かかる活動の重要性が主張され、企業の CSR
活動への取り組みが活発化している現状からすると、この数値は決して高い数値とは言え

問4　回答結果
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ないであろう。では、企業と NPO との連携活動を促進するためには、どのような仕組み
や要因が必要なのであろうか。ここではまず、企業との連携活動に必要な要件についてみ

ていこう。 
 図 17 は、連携活動に必要な要件を表している。平均点の高かった意見をあげると、①
どのような企業があるのかについての情報収集（4.16） ④連携活動を担当する人材の確保
（4.14） ⑤積極的な情報公開や情報発信をする能力やツール（4.03） ⑥地域における
認知や信用を高めること（4.25） ⑧具体的な協働案を提示できる能力の養成（4.19）な
どがあげられる。これらは、連携相手に関する事前の情報収集（①）や連携相手に自らを

理解してもらうための情報発信能力や信用力（⑤・⑥）、および連携活動を展開するための

計画策定能力やそれを進めるための人材の確保（⑧・④）とにまとめることができるであ

ろう。つまり、アンケートに回答した NPO は、企業との連携活動を促進するために、連
携相手に関する情報収集と、連携相手に自らを知ってもらうための情報発信能力と信用力、

および連携案の策定能力と活動を進めるための人材の確保といった課題の解決が、連携活

動の促進につながると考えているようである。 
図 17 企業との連携活動に必要な要件 
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【選択肢】  

①どのような企業があるのかについての情報収集 ②研修などを通じ、団体内の意思統一を図る ③役

員（理事）の理解とリーダーシップ ④連携活動を担当する人材の確保 ⑤積極的な情報公開や情報発

信をする能力やツール ⑥地域における認知や信用を高めること ⑦企業とつきあう上での常識やビジ

ネスマナー ⑧具体的な協働案を提示できる能力の養成 ⑨その他  

 では次に、連携活動に関する NPO から企業への要望に目を転じてみよう。図 18 は、連
携活動に関する企業への要望を示している。この点について、平均値の高かった回答は、

①トップが地域活動に関心をもって欲しい（4.39） ③地域活動のパートナーとして NPO
を認識して欲しい（4.26） ④ NPO への理解について、社内で合意が得られるように進め
て欲しい（4.17） ⑧寄付金や助成金などの資金を提供して欲しい（4.38） ⑨地域活動に
関連ある技術やノウハウなど企業情報をもっと公開して欲しい（4.07）である。NPO は企 



 

図 18 連携活動に関する企業への要望 
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【選択肢】  

①トップが地域活動に関心をもって欲しい ②地域活動担当者をもうけて欲しい ③地域活動のパート

ナーとして NPO を認識して欲しい ④  NPO への理解について、社内で合意が得られるように進めて

欲しい ⑤役員やボランティアなど人的資源を提供して欲しい ⑥会議室や運動場など施設の開放をし

て欲しい ⑦製品や社内剰余品、および印刷機などの施機材を提供して欲しい ⑧寄付金や助成金など

の資金を提供して欲しい ⑨地域活動に関連ある技術やノウハウなど企業情報をもっと公開して欲しい  

⑩その他  

図 19 連携活動を促進するために必要と思われる仕組み  
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【選択肢】  

①協働事業に関する企業の情報を提供して欲しい ②企業と交流する機会を作って欲しい ③企業との

協働に関する連携講座などを開いて欲しい ④協働事業を行うメリットや社会的意義を示して欲しい  

⑤協働事業案を具体的に提案して欲しい ⑥経済団体が連携するための窓口の役割を担って欲しい ⑦

NPO からの要望を受け止め、企業に発信する仕組み（仲介機関など）が欲しい ⑧その他  



 

業に対して、地域活動や NPO 活動に関する関心や理解の向上と経営資源の提供や情報・
ノウハウの公開を求めている。先に述べた連携活動に必要な要件と関連させると、NPO は、
自らの情報収集・情報発信能力や信用力の向上も努めていくが、企業も NPO 活動に関す
る関心や理解を深めて欲しいこと、そして連携活動を促進するためにも、情報やノウハウ、

および経営資源を提供して欲しいことを望んでいるのである。 
 さらに、企業とNPOとの連携活動を促進するために必要な仕組みについてみていこう。
図 19 は、かかる仕組みに対する NPO の意見を示している。平均値の高かった回答は、①
協働事業に関する企業の情報を提供して欲しい（4.25） ②企業と交流する機会を作って欲
しい（4.14） ⑦NPO からの要望を受け止め、企業に発信する仕組み（仲介機関など）が
欲しい（4.10）である。ここでも前述した連携活動に必要な要件と類似する見解が提示さ
れている。つまり、企業との連携活動を促進するためには、協働相手となる企業情報の収

集する仕組みやかかる活動のきっかけとなるような交流を促進する仕組み、および連携活

動に関する NPO のニーズを企業へ発信する仕組みなどが必要であるとアンケート参加団
体は考えているのである。 
 
 以上のように、企業と NPO との連携活動を促進する要件や仕組み、および連携活動へ
の要望に関する NPO の意見は、以下のようにまとめられよう。 
 
【連携活動への要望、それに必要な要件や仕組み】 
（１）連携活動に必要な要件として回答が多かったのは、①どのような企業があるのかに

ついての情報収集 ④連携活動を担当する人材の確保  ⑤積極的な情報公開や情報発信
をする能力やツール ⑥地域における認知や信用を高めること  ⑧具体的な協働案を提
示できる能力の養成といった意見である。アンケートに回答した NPO は、企業との連
携活動を促進するために、連携相手に関する情報収集（①）と、連携相手に自らを知っ

てもらうための情報発信能力と信用力（⑤・⑥）、および連携案の策定能力と活動を進

めるための人材の確保（⑧・④）といった課題の解決が、連携活動の促進につながると

考えている。 
 
（２）連携活動に関する企業への要望として回答が多かったのは、①トップが地域活動に

関心をもって欲しい ③地域活動のパートナーとして NPO を認識して欲しい ④ NPO
への理解について、社内で合意が得られるように進めて欲しい ⑧寄付金や助成金など

の資金を提供して欲しい  ⑨地域活動に関連ある技術やノウハウなど企業情報をもっと
公開して欲しいといった意見である。 

 
（３）連携活動に必要な仕組みとして回答が多かったのは、①協働事業に関する企業の情

報を提供して欲しい ②企業と交流する機会を作って欲しい ⑦NPO からの要望を受け
止め、企業に発信する仕組み（仲介機関など）が欲しいといった意見である。企業との

連携活動を促進するためには、協働相手となる企業情報の収集する仕組みやかかる活動

のきっかけとなる場という仕組み、および連携活動に関する NPO のニーズを企業へ発
信する仕組みが必要であるとアンケート参加 NPO は考えているようである。 



 

第４節 グループヒアリング調査と実験的な連携活動の事例 
 我々はこれまで紹介・分析してきたような NPO に対するアンケート調査のみならず、
アンケートに回答した NPOに対してグループヒアリング調査も行った。また、企業と NPO
との連携活動を促進するために実験事業も行った。かかる調査や事例の具体的な内容と詳

細は、本報告書の第３章を参照されたい。 
 ここではかかる調査や実験事業の具体的な内容を紹介することは控えたいが、後に掲載

されているヒアリング調査を吟味すると、先に紹介したアンケート調査と同様の問題が議

論されている。例えば、企業との連携活動を進める際の課題・問題点としては、「企業がど

のような活動をやっているのかが知りたい」 「どこに話をもっていけばよいのかが分らな
い」 「日々の活動で手一杯で、連携活動に割く人手が足りない」 「NPO のことを知らな
いのでは？」 「NPO 活動に対する理解が得られない」などの意見が出ている。 
以上のような意見をみると、NPO は連携活動に否定的ないしは消極的なのかと思われる

が、必ずしも実態はそうではない。ヒアリング調査に参加した NPO は、連携活動に対し
てむしろ前向きないしは積極的で、かかる活動を促進するためには、「ネットワーク構築の

ための企業との集いの場が欲しい」 「お互いの連携を仲立ちするアドバイザリー的な役割
が必要」 「企画書および文書作成の支援が必要」 「一団体では信用力がないので、コン
ソーシアムを組んで動ければよい」などの意見が出た。かかる意見は、連携活動を促進す

るための仕組みづくりに活かすことができよう。 
 また本調査では、企業と NPO との連携活動を促進するためには、小さくても良いから
成功例を積み重ねていくことが必要と考え、実験的な連携事業も展開した。本調査や前回

の企業向けの調査でも明らかになっているように、NPO も企業も連携相手のことを全く知
らなかったり、連携活動には関心があるが、どのように進めていけばよいのか分らないと

いった状況にある。かかる状況を脱し、企業と NPO とが一歩踏み出して連携活動をして
いくための実験的な事業を、行政と NPO の中間支援組織とが仲立ちになって行ったので
ある。かかる事例をみると、連携事業を促進するためにはまだまだ課題が多いことがわか

るが、我々はこの活動を参考に、実際の仕組みに活かしていきたいと考えている。以上の

ような点については、第３章に掲載されている「先進協働事例」を参考にされたい。 
 
第５節 結びにかえて  
 以上が、今回、我々の行ったアンケート調査の分析結果である。我々は、かかる分析結

果を基礎に、企業と NPO との連携活動を促進するための仕組み作りを今後行っていきた
い。それに関する構想案や提言は、本報告の最後の部分で紙面を代えて行いたい。 
 最後に、アンケートにお答え頂いた 212 の NPO とグループヒアリング調査をご快諾頂
いた NPO には、この場をかりて厚く御礼申し上げたい。 
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愛知県（2002）『企業と NPO のマッチング意向調査報告書』愛知県県民生活部社会活動推進課 

ひょうごボランタリープラザ（兵庫県社会福祉協議会）・特定非営利活動法人コミュニティ・サポートセン

ター神戸編集（2006） 

『企業の地域活動と NPO との連携に関する実態調査研究－中間報告書』 



 

グループヒアリング（宝塚） 

司会進行：NPO 法人ＣＳ神戸、ひょうごボランタリープラザ（兵庫県社会福祉協議会） 

 

企業へのニーズ 

①企業には NPO 活動を資金面から協力してもらいたい。 

②企業の空きスペースを NPO の活動スペースとして提供してもらいたい。 

③介護・福祉系の企業から同分野の NPO 活動に支援をしてもらいたい。 

④行政は「公平性の原則」があるけれど、企業はそれに囚われなくても良いように思

う。 

 

マッチングシステムへのニーズ 

  ①NPO と企業の仲立ちをしてもらいたい。 

  ②一団体では信用保証がないので、コンソーシアムを組んで動ければ良い。 

  ③助成金申請は煩雑な作業なので、それを代行してもらいたい。 

 

課題（企業との連携に関して） 

  ①NPO は企業との連携やその交渉に人手を割くことが出来ない。 

  ②企業側にもイメージアップなどメリットを提示する必要がある。 

  ③連携事例があればそれを目指したり、例示することが出来る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施日 ：２００６年７月１０日（月） 

会 場 ：NPO 法人宝塚 NPO センター 

参加団体：国際エンゼル協会、NPO 法人さわやか北摂、 

     NPO 法人さわやか緑花クラブ、NPO 法人市民事務局かわにし、 

     つどい場さくらちゃん、宅老所光明の家、 

     NPO 法人保育ネットワークミルク、NPO 法人宝塚 NPO センター 



 

グループヒアリング（神戸） 

 

司会進行：ＮＰＯ法人ＣＳ神戸、ひょうごボランタリープラザ（兵庫県社会福祉協議会） 

 

企業へのニーズ 

①NPO と企業の、お互いの専門性のコラボレーションが出来ればいい。 

②企業がもつ施設や資材を活用させてもらいたい。 

（補足意見） 

  →企業もメリットを求めているので、Win-Win の視点は大切。 

 

マッチングシステムへのニーズ 

①企業との契約時におけるアドバイザリーな役割 

②企画書および文書作成の支援。 

（補足意見） 

  →契約の仕方などで弱いところがあるので、支援がほしい。 

 

課題（企業との連携に関して） 

①分野によっては大手企業のイメージが強くて、NPO から見れば企業は大きすぎる。 

②NPO にも売り込み方（営業力）の弱さがある。 

（補足意見） 

  →ボランティアや NPO のことをきちんと言葉で伝え、対等な立場で話し合う必要があ

る。 

  →相手が何を欲しているか、双方の強み・弱みが何かを知っておかないといけない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施日 ：２００６年７月１８日（月） 

会 場 ：NPO 法人コミュニティ・サポートセンター神戸 

参加団体：NPO 法人ケアット、NPO 法人子育て支援ネットワークあい、 

       NPO 法人薫風、NPO 法人コミュニティ・サポートセンター神戸 



 

グループヒアリング（姫路） 

 

 

 

司会進行：ＮＰＯ法人ＣＳ神戸、ひょうごボランタリープラザ（兵庫県社会福祉協議会） 

 

企業へのニーズ 

①企業と連携したいが、まずどこに話をもっていけば良いのかを知りたい。 

②NPO と企業、NPO と NPO、同じミッションをもつ者同士を結び付けたい。 

③企業には、すでに NPO が始めている活動の継続に力を貸してもらいたい。 

 

マッチングシステムへのニーズ 

①NPO と企業の（同種の）サービス面における連携を考えたほうが良い。 

②人と人とのネットワークを大切にしてもらいたい。 

③事務機材などはどの団体へ渡ったかを提供企業へ報告する必要がある。 

④機会や情報はどの NPO にも平等に与えられる必要がある。 

（補足意見） 

  →行政と接点を持ちながら企業との連携を進めることも考えたい。 

  →ペーパーのマニュアルだけでは難しいので、人と人とのネットワークが大切だ。 

 

課題（企業との連携に関して） 

①NPO と企業が対等であるとは言い難い関係にある。 

②NPO と企業が連携することは競合することにもつながる。 

③企業はどの NPO と組んで良いのかが分からない。 

④企業と連携するとき、収益面での見返りを求める企業もある。 

（補足意見） 

  →連携の成功事例があれば、「あれを目指している」などと企業にも説明しやすい。 

  →NPO と企業の連携は「違いがある」ことを大前提にする必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施日 ：２００６年８月２日（水） 

会 場 ：NPO 法人コムサロン２１ 

参加団体：NPO 法人福祉住環境サポートセンター、NPO 法人ひだまりの家、 

     NPO 法人Ｌネットワーク、NPO 法人コムサロン２１ 



 

 

 

 

回答団体数：２１２団体 

 

問１ 貴団体では、これまでに企業（商店街を含む。以下同様）と関わりをもったことがありますか？ 

①ある        ⇒ 問２へ 
②ない        ⇒ 問３へ 
③過去にはあったが現在は行っていない    ⇒ 問４へ 

 
回答結果 

ある 90 

ない 116 

過去あり 6 

 
 
 
 
 
 

 

問２－１ 企業との関わりのきっかけは何でしたか？ 

①トップや担当者と個人的なつながりがあった 
②企業に直接話をもっていった 
③企業からの打診があった 
④経済団体から働きがけがあった （団体名：               ） 
⑤NPOや中間支援組織から仲介があった 
⑥行政からの働きがけがあった 
⑦その他（               ） 
 

回答結果 

① 61 

② 35 

③ 22 

④ 6 

⑤ 12 

⑥ 15 

⑦ 7 

（複数回答） 
 

企業の地域活動とＮＰＯとの連携に関する実態調査結果（ＮＰＯ編） 

問2-1　回答結果
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① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

問1　回答結果

42%

55%

3%

ある ない 過去あり



 

問２－１④回答記述 
・地域 

・労働組合など 

・尼崎 TMO 
・西明石商店街 

・神戸青年会議所 

・経団連（ワンパーセントクラブ） 

・ライオンズクラブ 

 
問２－１⑦回答記述 
・広報 

・作業の請負 

・ワークシェアリング 

・商店街の一角を借りで商品の販売活動をした。 

・商店街に当会イベントに協力していただいた。（野点のテント等一式設営） 

・正会員が所属する企業で。 

・HPなどを見たり、個人が紹介したり。 
・助成金をもらった 

 

 

問２－２ 企業とどのような関わりをもっていますか？（複数回答可） 

①ボランティアを受入れている    ②理事や監事へ就任してもらっている 
③講師や専門家の派遣や受入れ    ④社員のボランティア研修 
⑤製品や社内剰余品の受入れ     ⑥印刷機や自動車などの資材や機材の受入れ 
⑦寄付や助成金の受入れ       ⑧法人および賛助会員として入会してもらっている 
⑨NPOの機関誌への広告掲載     ⑩会議室や運動場などの社内施設の使用 
⑪共同でのイベント等の開催       ⑫共同で商品開発やモニタリングを行っている 
⑬事務所など恒常的な施設の利用     ⑭技術やノウハウ、その他専門的知識の提供と交換 
⑮企業から社員を受入れている        ⑯企業の社会貢献制度を活用している 
⑰その他（                                  ） 
 
 

回答結果 

① 7 ⑥ 9 ⑪ 30 ⑯ 5 

② 26 ⑦ 36 ⑫ 7 ⑰ 11 

③ 16 ⑧ 30 ⑬ 14 （複数回答） 

④ 5 ⑨ 8 ⑭ 13   

⑤ 13 ⑩ 8 ⑮ 3   

 
 
 
 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問２－２⑰回答記述 
・老人ホーム・交流 

・リサイクル寄付事業 

・仕出し弁当の販売 

・緑化事業を協働して実施 

・企業からの仕事の依頼がある 

・企業サイドと我々のお互いのニーズが合致した為 

・障がい者を就労へつなげている。同時に企業も社会貢献になっている 

・国際交流（ベトナム）に関して、そのシステム開発プロジェクトを立ち上げようとしている 

・協力を頂いた商店街の小売店で日用品又は文具を購入するようにしている 

 
 
問２－３ 企業と関わる理由は何ですか？ 

①地域貢献のパートナーとして認識しているから 
 

回答結果 

全くそう思わない 1 

あまりそう思わない 3 

どちらともいえない 9 

ややそう思う 33 

大いにそう思う 39 

平均値: 4.25 

 
 
 
 

問２－２　回答結果
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問２－３①　回答結果

0
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35

40

45

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う



 

②団体の社会的認知を高めることにつながるから 
 

回答結果 

全くそう思わない 2 

あまりそう思わない 7 

どちらともいえない 12 

ややそう思う 37 

大いにそう思う 25 

平均値: 3.92  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③活動に必要な人材を確保するため 
 

回答結果 

全くそう思わない 11 

あまりそう思わない 20 

どちらともいえない 24 

ややそう思う 17 

大いにそう思う 7 

平均値: 2.86  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問２－３②　回答結果

0

5
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15
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25

30

35

40

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う

問２－３③　回答結果

0

5

10

15

20

25

30

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う



 

④活動に必要な資金を確保するため 
回答結果 

全くそう思わない 1 

あまりそう思わない 12 

どちらともいえない 8 

ややそう思う 30 

大いにそう思う 35 

平均値: 4.00 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑤専門的知識の導入により、活動の向上を図るため 
 

回答結果 

全くそう思わない 5 

あまりそう思わない 12 

どちらともいえない 22 

ややそう思う 25 

大いにそう思う 15 

平均値: 3.42 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問２－３④　回答結果

0

5
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15
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25

30
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40

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う

問２－３⑤　回答結果

0

5

10

15

20

25

30

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う



 

⑥活動の基盤となる場や物的資源を得るため 
 

回答結果 

全くそう思わない 2 

あまりそう思わない 7 

どちらともいえない 16 

ややそう思う 33 

大いにそう思う 23 

平均値: 3.84 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑦企業の経営資源を活用して、新たな地域活動や事業を創出するため 
 

回答結果 

全くそう思わない 6 

あまりそう思わない 8 

どちらともいえない 19 

ややそう思う 33 

大いにそう思う 14 

平均値: 3.51 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問２－３⑥　回答結果

0

5

10

15

20

25

30

35

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う

問２－３⑦　回答結果

0

5

10

15

20

25

30

35

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う



 

⑧企業との連携を通じて、スタッフの能力向上を図るため 
回答結果 

全くそう思わない 6 

あまりそう思わない 14 

どちらともいえない 22 

ややそう思う 28 

大いにそう思う 9 

平均値: 3.25  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑨他のセクターとのネットワークを広げるため 

回答結果 

全くそう思わない 6 

あまりそう思わない 14 

どちらともいえない 19 

ややそう思う 24 

大いにそう思う 18 

平均値: 3.42  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問２－３⑧　回答結果

0

5

10

15

20

25

30

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う

問２－３⑨　回答結果

0

5

10

15

20

25

30

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う



 

⑩社員や退職者の地域での活動の場を提供するため 
 

回答結果 

全くそう思わない 15 

あまりそう思わない 21 

どちらともいえない 18 

ややそう思う 15 

大いにそう思う 8 

平均値: 2.74  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑪その他 
回答なし 
 

問２－４ 企業との連携を今後とも続けたいと思っていますか？ 

 

回答結果 

全くそう思わない 0 

あまりそう思わない 1 

どちらともいえない 2 

ややそう思う 21 

大いにそう思う 64 

平均値: 4.68  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

問２－３⑩　回答結果

0

5

10

15

20

25

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う

問２－４　回答結果

0

10

20

30

40

50

60

70

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う



 

問３ 企業との連携活動を行わない理由は何ですか？ 

① 企業と連携してもメリットはない 
 

回答結果 

全くそう思わない 21 

あまりそう思わない 26 

どちらともいえない 19 

ややそう思う 6 

大いにそう思う 1 

平均値: 2.18  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 企業との関わり方が分からない 
 

回答結果 

全くそう思わない 6 

あまりそう思わない 10 

どちらともいえない 10 

ややそう思う 25 

大いにそう思う 26 

平均値: 3.71 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問３①　回答結果

0

5

10

15

20

25

30

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う

問3②　回答結果

0

5

10

15

20

25

30

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う



 

③ 企業がNPOにどのような関心をもっているかが分からない 
 

回答結果 

全くそう思わない 5 

あまりそう思わない 4 

どちらともいえない 11 

ややそう思う 30 

大いにそう思う 24 

平均値: 3.86 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④ 自分たちの活動が地域貢献以外に利用されるのではないかという不安がある 
 

回答結果 

全くそう思わない 18 

あまりそう思わない 22 

どちらともいえない 25 

ややそう思う 5 

大いにそう思う 3 

平均値: 2.36 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問３③　回答結果

0

5

10

15

20

25
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35

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う

問３④　回答結果

0

5

10

15

20

25

30

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う



 

⑤ 企業側がNPOを理解していない 
 

回答結果 

全くそう思わない 7 

あまりそう思わない 5 

どちらともいえない 31 

ややそう思う 23 

大いにそう思う 8 

平均値: 3.27 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑥ 団体のミッションに合わない 
 

回答結果 

全くそう思わない 9 

あまりそう思わない 14 

どちらともいえない 35 

ややそう思う 7 

大いにそう思う 7 

平均値: 2.85 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問３⑤　回答結果

0

5

10
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25

30

35

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う

問３⑥　回答結果

0

5

10

15

20

25

30

35

40

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う



 

⑦ 団体内の連携活動に関する意識が低い 
 

回答結果 

全くそう思わない 11 

あまりそう思わない 11 

どちらともいえない 23 

ややそう思う 24 

大いにそう思う 4 

平均値: 2.99 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑧ 団体内の人的資源に余裕がない 
 

回答結果 

全くそう思わない 4 

あまりそう思わない 3 

どちらともいえない 10 

ややそう思う 40 

大いにそう思う 17 

平均値: 3.85 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問３⑦　回答結果

0

5

10

15

20

25

30

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う

問３⑧　回答結果

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う



 

⑨ 連携活動の失敗に関する他団体の事例を知っているから 
 

回答結果 

全くそう思わない 31 

あまりそう思わない 20 

どちらともいえない 12 

ややそう思う 3 

大いにそう思う 3 

平均値: 1.94 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑩ その他 
・NPO法人を設立して間がない。（同様回答が 4団体） 
・今までにそういう機会がなかった。（同様回答が 3団体） 
・連携の必要性がない。 

・企業との連携は、これからの課題 

・今後、企業との連携を希望します。現在進行中。 

・活動報告、会計報告等の事務が大変そうだから。 

・関わりをもっていきたいが、人的にそのための活動の余裕がないのが現状。 

・いきがい対応型のデイサービスは、市からは先細りの話がある。そう考えてみると地域企業の応援があ

ればと思っている。 

 
 
問４企業との連携活動をやめた理由は何ですか？（複数回答可） 

① 予定した事業が終わったから 
② 団体の都合により継続できなくなったから（理事長の交代や人手不足など） 
③ 企業の都合により継続できなくなったから（経営の悪化、経営者の交代、部署の廃止、担当者の異動など） 
④ 両者の目指すものが合わなくなったから 
⑤ 連携活動を継続する意欲が失われたから 
⑥ 信頼関係が失われたから 
⑦ その他 
 

回答結果 

① 3 ③ 2 ⑤ 0 ⑦ 1 

② 0 ④ 0 ⑥ 0   

問3⑨　回答結果

0

5

10

15

20

25

30

35

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問４⑦回答記述 
・借家探し斡旋程度のこと 
 
 
問５ 企業との連携・協働活動を行う場合、貴団体に必要な要件は何ですか？ 

①どのような企業があるのかについての情報収集 
 

回答結果 

全くそう思わない 4 

あまりそう思わない 16 

どちらともいえない 16 

ややそう思う 67 

大いにそう思う 90 

平均値: 4.16 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問4　回答結果

0

1

2

3

4

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

問５①　回答結果

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う



 

②研修などを通じ、団体内の意思統一を図る 
 

回答結果 

全くそう思わない 9 

あまりそう思わない 29 

どちらともいえない 33 

ややそう思う 83 

大いにそう思う 40 

平均値: 3.60 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③役員（理事）の理解とリーダーシップ 
 

回答結果 

全くそう思わない 14 

あまりそう思わない 16 

どちらともいえない 29 

ややそう思う 81 

大いにそう思う 54 

平均値: 3.75  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問５②　回答結果

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う

問５③　回答結果

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う



 

④連携活動を担当する人材の確保 
 

回答結果 

全くそう思わない 4 

あまりそう思わない 11 

どちらともいえない 21 

ややそう思う 79 

大いにそう思う 82 

平均値: 4.14  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑤積極的な情報公開や情報発信をする能力やツール 
 

回答結果 

全くそう思わない 2 

あまりそう思わない 16 

どちらともいえない 20 

ややそう思う 91 

大いにそう思う 63 

平均値: 4.03  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問５④　回答結果

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う

問５⑤　回答結果

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う



 

⑥地域における認知や信用を高めること 
 

回答結果 

全くそう思わない 4 

あまりそう思わない 6 

どちらともいえない 18 

ややそう思う 78 

大いにそう思う 91 

平均値: 4.25  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑦企業とつきあう上での常識やビジネスマナー 
 

回答結果 

全くそう思わない 2 

あまりそう思わない 22 

どちらともいえない 41 

ややそう思う 70 

大いにそう思う 58 

平均値: 3.83  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問５⑥　回答結果

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う

問５⑦　回答結果

0

10

20

30

40

50

60

70

80

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う



 

⑧具体的な協働案を提示できる能力の養成 
 

回答結果 

全くそう思わない 2 

あまりそう思わない 11 

どちらともいえない 22 

ややそう思う 71 

大いにそう思う 87 

平均値: 4.19  

 
 
 
 
 
 
 
 
⑨その他 
・企業の協力を得て、健康セミナーの開催を行っている 

・私立幼稚園・保育園とは協働していきたい 

・企業メリットの創造力 

・ニーズが必要 

・企業が我々の活動（もうからない事業）に目を向けるとは思えない 

・今は具体的に考えていない 

 
 
問６ 企業への要望はありますか？ 

①トップが地域活動に関心をもって欲しい 
 

回答結果 

全くそう思わない 3 

あまりそう思わない 5 

どちらともいえない 17 

ややそう思う 60 

大いにそう思う 112 

平均値: 4.39  

 
 
 
 
 
 

問５⑧　回答結果

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う

問６①　回答結果

0

20

40

60

80

100

120

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う



 

②地域活動担当者をもうけて欲しい 
 

回答結果 

全くそう思わない 5 

あまりそう思わない 14 

どちらともいえない 41 

ややそう思う 56 

大いにそう思う 72 

平均値: 3.94  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③地域活動のパートナーとしてNPOを認識して欲しい 
 

回答結果 

全くそう思わない 4 

あまりそう思わない 7 

どちらともいえない 20 

ややそう思う 68 

大いにそう思う 98 

平均値: 4.26  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問６②　回答結果

0

10

20

30

40

50

60

70

80

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う

問６③　回答結果

0

20

40

60

80

100

120

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う



 

④ NPOへの理解について、社内で合意が得られるように進めて欲しい 
 

回答結果 

全くそう思わない 3 

あまりそう思わない 5 

どちらともいえない 29 

ややそう思う 73 

大いにそう思う 80 

平均値: 4.17  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑤役員やボランティアなど人的資源を提供して欲しい 
 

回答結果 

全くそう思わない 8 

あまりそう思わない 19 

どちらともいえない 58 

ややそう思う 59 

大いにそう思う 47 

平均値: 3.62  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問６④　回答結果

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う

問６⑤　回答結果

0

10

20

30

40

50

60

70

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う



 

⑥会議室や運動場など施設の開放をして欲しい 
 

回答結果 

全くそう思わない 10 

あまりそう思わない 13 

どちらともいえない 52 

ややそう思う 59 

大いにそう思う 60 

平均値: 3.75  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑦製品や社内剰余品、および印刷機などの施機材を提供して欲しい 
 

回答結果 

全くそう思わない 9 

あまりそう思わない 13 

どちらともいえない 37 

ややそう思う 56 

大いにそう思う 74 

平均値: 3.92  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問６⑥　回答結果

0

10

20

30

40

50

60

70

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う

問６⑦　回答結果

0

10

20

30

40

50

60

70

80

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う



 

⑧寄付金や助成金などの資金を提供して欲しい 
 

回答結果 

全くそう思わない 4 

あまりそう思わない 2 

どちらともいえない 23 

ややそう思う 56 

大いにそう思う 114 

平均値: 4.38 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑨地域活動に関連ある技術やノウハウなど企業情報をもっと公開して欲しい 
 

回答結果 

全くそう思わない 2 

あまりそう思わない 9 

どちらともいえない 40 

ややそう思う 64 

大いにそう思う 77 

平均値: 4.07  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問６⑧　回答結果

0

20

40

60

80

100

120

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う

問６⑨　回答結果

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う



 

⑩その他 
・他者に要求する事を考えると右寄りに、自分で建設的に考えると左寄りになります 

・講演や活動参加など社員にNPOの活動やその意義を伝える機会をつくってほしい。 
・企業が我々の活動を買収したくなるように共に育ててほしい 

・業者ではないという認識を持って欲しい 

・認定NPO法人になるにはハードルが高く、企業側からのﾒﾘｯﾄが少ないため難しい課題がある 
 
 
問７ 企業との連携活動を促すためには、どのような仕組みが必要だと思いますか？ 

①協働事業に関する企業の情報を提供して欲しい 
 

回答結果 

全くそう思わない 4 

あまりそう思わない 7 

どちらともいえない 20 

ややそう思う 68 

大いにそう思う 94 

平均値: 4.25 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
②企業と交流する機会を作って欲しい 
 

回答結果 

全くそう思わない 5 

あまりそう思わない 4 

どちらともいえない 32 

ややそう思う 70 

大いにそう思う 81 

平均値: 4.14 

 
 
 
 
 
 

問７①　回答結果

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う

問７②　回答結果

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う



 

③企業との協働に関する連携講座などを開いて欲しい 
 

回答結果 

全くそう思わない 5 

あまりそう思わない 15 

どちらともいえない 39 

ややそう思う 68 

大いにそう思う 59 

平均値: 3.87 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④協働事業を行うメリットや社会的意義を示して欲しい 
 

回答結果 

全くそう思わない 5 

あまりそう思わない 10 

どちらともいえない 41 

ややそう思う 64 

大いにそう思う 68 

平均値: 3.96 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問７③　回答結果

0

10

20

30

40

50

60

70

80

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う

問７④　回答結果

0

10

20

30

40

50

60

70

80

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う



 

⑤協働事業案を具体的に提案して欲しい 
 

回答結果 

全くそう思わない 6 

あまりそう思わない 11 

どちらともいえない 42 

ややそう思う 71 

大いにそう思う 63 

平均値: 3.90 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑥経済団体が連携するための窓口の役割を担って欲しい 

 
回答結果 

全くそう思わない 7 

あまりそう思わない 7 

どちらともいえない 47 

ややそう思う 74 

大いにそう思う 55 

平均値: 3.86 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問７⑤　回答結果

0

10

20

30

40

50

60

70

80

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う

問７⑥　回答結果

0

10

20

30

40

50

60

70

80

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う



 

⑦NPOからの要望を受け止め、企業に発信する仕組み（仲介機関など）が欲しい 
 

回答結果 

全くそう思わない 5 

あまりそう思わない 5 

どちらともいえない 31 

ややそう思う 75 

大いにそう思う 76 

平均値: 4.10 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑧その他 
・企業の担当者が異動すると、その関係をまた最初から作り上げる必要があるのは双方にとってロスが大

きいと思う。 

・私たちから連携することに企業がNPOを理解する姿勢を持ってほしい。しかし、あまり必要を感じて
いない。 

 
 

◆共通項目 

問８ 貴団体はどれに該当しますか？ 

  ① NPO法人    ② NPO法人申請中 
  ③ その他の法人格（               ）    ④ 任意団体 
 

回答結果 

① 199 ③ 3 

② 0 ④ 8 

 
問８③回答記述 
・財団法人（同様の回答が３団体） 
 
 

 

問７⑦　回答結果

0

10

20

30

40

50

60

70

80

全くそう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う 大いにそう思う

問８　回答結果

0

50

100

150

200

① ② ③ ④



 

問９ 貴団体の主たる活動分野はどれに該当しますか？ 

 
①保健・医療・福祉   ②社会教育   ③まちづくり   ④文化・芸術・スポーツ 
⑤環境保全       ⑥災害救援   ⑦地域安全    ⑧人権擁護・平和 
⑨男女共同参画     ⑩国際協力   ⑪子供の健全育成 ⑫科学技術振興 
⑬情報化社会の発展   ⑭経済活動の活性化  ⑮職業能力の開発や雇用機会の拡充の支援 
⑯消費者の保護     ⑰NPOの支援    ⑱その他（                ） 
 

回答結果 

① 119 ⑤ 40 ⑨ 22 ⑬ 3 ⑰ 11 

② 40 ⑥ 6 ⑩ 13 ⑭ 14 ⑱ 5 

③ 77 ⑦ 14 ⑪ 69 ⑮ 18 （複数回答）

④ 40 ⑧ 22 ⑫ 14 ⑯ 6   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問９⑱回答記述 
・健康セミナー、フォーラムの開催 

・高齢者の元気アップ 

・中央公民館の指定管理 

・犯罪被害者支援 

 

問 10 貴団体の活動開始年をお教え下さい。 
回答結果 

～1989 年 19 1993 年 3 1997 年 4 2001 年 17 2005 年 26 

1990 年 1 1994 年 2 1998 年 9 2002 年 13 2006 年 24 

1991 年 1 1995 年 9 1999 年 9 2003 年 26   

1992 年 4 1996 年 5 2000 年 14 2004 年 24   

問９　回答結果

0

20

40

60

80

100

120

140

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰ ⑱



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問 11 貴団体の事業規模はどれに該当しますか？ 

 ① 100万円以下    ② 500万円以下    ③ 1000万円以下    ④ 1000万円超 
 

回答結果 

① 60 ③ 33 

② 52 ④ 61 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

問１０　回答結果
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問１１　回答結果

0
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① ② ③ ④



 

問 12 貴団体のスタッフの人数をお教え下さい。 

※常勤職員とは、週 30時間以上勤務する職員。非常勤職員とは、それ未満の方。 

 ① 常勤職員   （      ）名 
 ② 非常勤職員  （      ）名 
 ③ ボランティア （      ）名 
  常勤職員 非常勤職員 ボランティア 

0 名 69 70 58 

1 名 38 13 9 

2 名 38 19 11 

3 名 24 21 4 

4 名 7 11 7 

5 名 12 14 17 

6 名 3 7 2 

7 名 2 9 4 

8 名 3 5 5 

9 名 1 1 1 

10 名 5 13 27 

11～20 名 4 15 26 

21～30 名 2 7 13 

31～40 名 1 0 4 

41～50 名 1 0 4 

51～100 名 0 0 3 

101～200 名 0 0 3 

201～230 名 0 0 1 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問１２　回答結果

0

10

20

30

40

50
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70

80

0名 1名 2名 3名 4名 5名 6名 7名 8名 9名 10
名
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～
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1～
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所属人数

団
体
数

常勤職員 非常勤職員 ボランティア



 

・回答団体住所データ 
回答結果 

神戸市   姫路市 13 赤穂市 2 宍粟市 4

 東灘区 16 尼崎市 15 宝塚市 5 加東市 2

 灘区 8 明石市 9 三木市 1 たつの市 3

 中央区 19 西宮市 19 高砂市 3 猪名川町 2

 兵庫区 4 洲本市 3 川西市 3 多可町 1

 北区 6 芦屋市 4 小野市 1 稲美町 2

 長田区 11 伊丹市 5 三田市 5 播磨町 2

 須磨区 5 相生市 1 篠山市 3 太子町 1

 垂水区 6 豊岡市 2 養父市 1 所在地不詳 2

 西区 13 加古川市 2 丹波市 5   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

回答結果　所在地別

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

 東灘区  灘区  中央区  兵庫区  北区  長田区  須磨区  垂水区  西区

回答結果　所在地別

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

姫路市 尼崎市 明石市 西宮市 洲本市 芦屋市 伊丹市 相生市 豊岡市 加古川市



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

回答結果　所在地別

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

赤穂市 宝塚市 三木市 高砂市 川西市 小野市 三田市 篠山市 養父市 丹波市

回答結果　所在地別

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

宍粟市 加東市 たつの市 猪名川町 多可町 稲美町 播磨町 太子町 所在地不詳



企業連携 1990年以前 1991年 1992年 1993年 1994年 1995年 1996年有 14 1 0 1 1 4 4無 6 0 3 2 1 4 1過去有 0 0 1 0 0 1 0総計 20 1 4 3 2 9 5企業連携 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年有 1 4 4 6 11 5 10無 1 5 5 8 6 8 15過去有 2 0 0 0 0 0 1総計 4 9 9 14 17 13 26企業連携 2004年 2005年 2006年 無回答 総計有 7 10 5 2 90無 16 16 19 0 116過去有 1 0 0 0 6総計 24 26 24 2 212
企業連携 1000万円以下 1000万円超 100万円以下 500万円以下 無回答 総計有 17 35 18 19 1 90無 14 25 40 32 5 116過去有 2 1 2 1 0 6総計 33 61 60 52 6 212
企業連携 有 無 無回答 総計有 67 22 1 90無 69 46 1 116過去有 5 1 0 6総計 141 69 2 212

クロス集計結果

活動開始年と企業連携の有無のクロス

事業規模と企業連携の有無のクロス

常勤スタッフの有無と企業連携の有無のクロス



活動開始年 無 有 総計1990年以前 6 14 201991年 0 1 11992年 3 0 31993年 2 1 31994年 1 1 21995年 4 4 81996年 1 4 51997年 1 1 21998年 5 4 91999年 5 4 92000年 8 6 142001年 6 11 172002年 8 5 132003年 15 10 252004年 16 7 232005年 16 10 262006年 19 5 24無回答 0 2 2総　計 116 90 206活動開始年 1000万円以下 1000万円超 100万円以下 500万円以下 無回答 総計1990年以前 6 5 4 5 0 201991年 0 1 0 0 0 11992年 2 1 0 1 0 41993年 1 2 0 0 0 31994年 1 1 0 0 0 21995年 1 5 2 1 0 91996年 1 3 1 0 0 51997年 1 2 0 1 0 41998年 1 3 1 4 0 91999年 1 4 0 4 0 92000年 3 4 4 3 0 142001年 6 5 4 1 1 172002年 1 4 2 5 1 132003年 0 7 9 10 0 262004年 6 5 8 5 0 242005年 2 2 11 9 2 262006年 0 6 14 3 1 24無回答 0 1 0 0 1 2総　計 33 61 60 52 6 212活動開始年 有 無 無回答 総計1990年以前 12 8 0 201991年 1 0 0 11992年 3 1 0 41993年 2 1 0 31994年 2 0 0 21995年 8 1 0 91996年 4 1 0 51997年 3 1 0 41998年 5 4 0 91999年 8 1 0 92000年 11 3 0 142001年 11 6 0 172002年 7 6 0 132003年 13 13 0 262004年 17 7 0 242005年 16 9 1 262006年 17 7 0 24無回答 1 0 1 2総　計 141 69 2 212

事業規模と活動開始年のクロス

企業連携と活動開始年のクロス

常勤スタッフの有無と活動開始年のクロス



活動開始年 無 有 総計1990年以前 6 14 201991年 0 1 11992年 3 0 31993年 2 1 31994年 1 1 21995年 4 4 81996年 1 4 51997年 1 1 21998年 5 4 91999年 5 4 92000年 8 6 142001年 6 11 172002年 8 5 132003年 15 10 252004年 16 7 232005年 16 10 262006年 19 5 24無回答 0 2 2総　計 116 90 206活動開始年 1000万円以下 1000万円超 100万円以下 500万円以下 無回答 総計1990年以前 6 5 4 5 0 201991年 0 1 0 0 0 11992年 2 1 0 1 0 41993年 1 2 0 0 0 31994年 1 1 0 0 0 21995年 1 5 2 1 0 91996年 1 3 1 0 0 51997年 1 2 0 1 0 41998年 1 3 1 4 0 91999年 1 4 0 4 0 92000年 3 4 4 3 0 142001年 6 5 4 1 1 172002年 1 4 2 5 1 132003年 0 7 9 10 0 262004年 6 5 8 5 0 242005年 2 2 11 9 2 262006年 0 6 14 3 1 24無回答 0 1 0 0 1 2総　計 33 61 60 52 6 212活動開始年 有 無 無回答 総計1990年以前 12 8 0 201991年 1 0 0 11992年 3 1 0 41993年 2 1 0 31994年 2 0 0 21995年 8 1 0 91996年 4 1 0 51997年 3 1 0 41998年 5 4 0 91999年 8 1 0 92000年 11 3 0 142001年 11 6 0 172002年 7 6 0 132003年 13 13 0 262004年 17 7 0 242005年 16 9 1 262006年 17 7 0 24無回答 1 0 1 2総　計 141 69 2 212

事業規模と活動開始年のクロス

企業連携と活動開始年のクロス

常勤スタッフの有無と活動開始年のクロス



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

第３章 先進協働事例 

 

第１節 ＮＰＯと企業の先進協働事例 

１ モノの提供を通じた協働事例（企業・労働組合・社協・ＮＰＯ） 

２ 人・場所を通じた協働事例（共済組合・ＮＰＯ） 

３ 子育て支援を通じた協働事例（行政・生協・ＮＰＯ） 

４ ファンドレイジングを通じた協働事例（実行委員会形式） 



１ モノの提供を通じた協働事例（企業・労働組合・社協・ＮＰＯ） 

１．試行的運用事例～モノ編～の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．関わったNPO・労働組合と企業の概要 

【ＮＰＯの概要①】 

 団 体 名：特定非営利活動法人ＡＳＵネット 

活動開始：２００３年（平成１５年） 

 会員数 ：４０名   

 事務局スタッフ 常勤：１名  非常勤：２名  ほかにボランティアが約１０名 

 主な活動地域：阪神地域 

 主な活動：福祉・環境に優しいまちづくり、防災活動の推進 等 

 URL   http://hccweb6.bai.ne.jp/~hgc18501/ 

【ＮＰＯの概要②】 

団 体 名：特定非営利活動法人コミュニティ・サポートセンター神戸 

       ＊略称：ＮＰＯ法人ＣＳ神戸 

活動開始：１９９６年（平成８年） 

 会員数 ：２２１名  ※数値は２００６年（平成１８年）３月現在／以下同じ 

 事務局スタッフ 常勤：９名  非常勤：３１名  ほかにボランティアが約１００名 

 主な活動地域：神戸市を中心とした兵庫県内 

 主な活動：中間支援、団体の立上げと運営のサポート、ネットワーク事業 

 URL   http://www.cskobe.com/ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内 容：本事例は、ＮＰＯと企業が有する資源のマッチングシステムの構築に向けて2回目の試行的

運用となる。生きがいしごとサポートセンター神戸東から、公文教育研究会が余剰の事務機

器を保管しているという情報をうけ、ＮＰＯ法人ＣＳ神戸が調整をし、マッチング窓口とな

るＮＰＯ法人ＡＳＵネット、事務機器の保管先として連合兵庫北阪神地域協議会の協力を

得、事務机や椅子等の物品２９個を搬出入した。広報については、窓口であるＡＳＵネット

がもつネットワークや、ひょうごボランタリープラザのホームページを通じて行い、半数以

上の物品が希望者の手にわたった。 

期 間：２００６年（平成１８年）１１～１２月 

【企業の概要】 

企 業 名：公文教育研究会 

所 在 地：大阪／大阪市北区梅田１－２－２ 大阪駅前第２ビル９階 

      東京／千代田区五番町３－１ 五番町グランドビル 

創 立 ：１９５８年（昭和３３年） 

設 立 ：１９６２年（昭和３７年） 

従業員 ：２,６７８人（KUMONグループ全体）  ※数値は２００６年３月現在／以下同じ 

【労働組合の概要】 

団 体 名：連合兵庫北阪神地域協議会 

所 在 地：川西市中央町１１－５ 

設 立 ：２０００年（平成１２年） 

メンバー：９０組合 



３．試行的運用事業の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 強 み メリット 持ち寄った資源 

ＮＰＯ 
①地域でのネットワーク 

②機動性 
①新たなネットワークの構築 

①ＮＰＯに関する情報と 

ネットワーク 

②人的資源 

③運搬に必要な車輌 

企 業 
①物的資源 

 

①新たなネットワークの構築 

②事務用品廃棄にかかる 

コストの削減 

①事務機器 

②ＮＰＯとの協働に対する姿

勢 

労働組合 ①労組間のネットワーク ①新たなネットワークの構築 
①事務機器の保管場所 

②人的資源 

 

４．今回の事例のポイントと、見えてきた課題 

 今回は、企業とＮＰＯに加えて、労働組合が関わったことがポイントである。実際に地域の

労組とＮＰＯが連絡調整を行うことにより、まず担当者同士が顔見知りの関係になり、そこか

ら組織を巻き込んで、太いパイプを作っていくことになるのである。このマッチングシステム

の運営によって、新たなネットワークを広げること、地域に他セクター間の窓口となるＮＰＯ

を増やすこと等が狙いとなっている。 

 このように、試行錯誤を繰り返し、時に予想外の出来事に驚きながら、試行的運用を積み重

ねている。この間見えてきた課題としては、①複数の団体が関わるため、正しい情報を提供及

び共有するための体制、②マッチングをする際の確認事項や調整、③システムに関わる事務の

ルーティン化、④作業にかかる費用の取り扱い、⑤事務局と関わるNPO・団体の役割の明確

化と分担、⑥物品が残った場合の対応等が挙げられる。課題をひとつずつ解決し、活用される

システムの構築が求められる。 

 

＜事務局＞ 

ＣＳ神戸 

公文教育研究会

ひょうごボラン

タリープラザ 

＜協力団体＞ 

連合兵庫 
北阪神地協

物品提供

連絡・調整 

ＡＳＵネット 

運搬・窓口 

保 管

協力依頼

協力依頼 

協
力
依
頼 

ＮＰＯ

ＮＰＯ

連
絡
調
整



２ 人・場所を通じた協働事例（共済・ＮＰＯ） 

１．協働事業の概要 

．  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．関係者の概要 

【ＮＰＯ（１）の概要】 

 団 体 名：特定非営利活動法人コミュニティ・サポートセンター神戸 略称：ＮＰＯ法人ＣＳ神戸 

活動開始：１９９６年（平成８年） 

 会員数 ：２２１名  ※数値は２００６年（平成１８年）３月現在／以下同じ 

 事務局スタッフ 常勤：９名  非常勤：３１名  ほかにボランティアが約１００名 

 主な活動：中間支援、団体の立上げと運営のサポート、ネットワーク事業 

 URL：  http://www.cskobe.com/ 

【NPO（２）の概要】 

 団体名：特定非営利活動法人宝塚NPOセンター 

 活動開始：1998年 4月 

会員数： 個人２８１人、法人７５ 

事務局スタッフ：常勤4名、非常勤5名 

主な活動：市民活動の情報受発信・コミュニティビジネスの支援・子育て支援・エコマネー運営等 

URL：  http://www.hnpo.net/n/zukanpo/ 

 

 

 

 

 

 

 

３．協働事業の概要とイメージ図 

 

概要：ＮＰＯと全労済の協働による、人材・場所・ノウハウを通じた地域活動の新しい展開 

（１）フォーラムの場・人的支援を受け、介護保険外インフォーマルサービスセンターを設置した事例 

（２）活動拠点の提供を受け、さまざまなコミュニティビジネス団体が生まれていく事例 

内容：共済組合（全労済）は、1995年阪神・淡路大震災直後から復興支援として東灘地域助け合いネッ

トワーク（CS神戸の前身NPO）など被災地のボランティア団体に、救援ボランティアを約1年間

にわたり派遣（のべ1,289人）。このつながりをベースに200３年から介護保険対象外のインフォ

ーマルサービスのあり方検討会、引き続いて生協・社協・NPOなどとフォーラムを共同で実施し、

高齢になっても安心して住み続けることのできる地域の仕組みづくりを検討してきた。このような実

践を通じた信頼関係が基礎になり、兵庫県内で上記二つ（１）（２）の新しい協働の展開が始まって

いる。共済組合（全労済）からは、①フォーラムなど会場の無償貸与、②市民活動の交流拠点の提供、

③プロジェクトへの長期駐在研修員派遣による人的支援 ④NPO機関紙への協賛広告 ⑤調査費の

助成が展開されている。一方、NPOからは①地域活動の調査から実施にいたるノウハウの提供 ②

災害時の見舞い保険の加入等を通じて、高齢者などが安心して暮らせるまちづくりの目標を共有して

いる。 

【共済組合の概要】 

名 称：全労済中日本事業本部 

所 在 地： 大阪市住之江区南港北１－２４－３３ 

創 立 ：１９５４年１１月２５日 

設 立 ：１９５４年１２月１日 事業開始 

従業員 ： 128名 

  主な事業内容：共済事業全般 



 

 

 

 

 

 

 

 

                                  

                  

 

 

 

 

 

 

 
強 み 協働のメリット 持ち寄った資源 

NPO（１） 

①高齢者ケアの NPO ネット

ワーク 

②センター構想への熱意 

③中間支援機能 

 

①インフォーマルサービスの実施 

②NPOサービスセンターの運営 

③介護保険とのトータルケアで 

地域課題が解決 

④企業との協働文化の醸成 

①地域ネットワーク 

②地域のニーズ 

③高齢者ケアのマッチング 

ノウハウ 

NPO（２） 

①NPOのニーズ把握 

②中間支援機能 

③CBの実績  

①CBの立上げ支援が有効にできる 

②市民が安価で事務所利用 

③地域のための事業CBが展開 

①地域ネットワーク 

②地域のニーズ 

③CB起業のノウハウ 

共済組合 

①多様な施設 

②全労済ネットワーク 

③組合員ネットワーク 

④宣伝 

①地域貢献の実施 

②社員のモチベーション向上 

③地域の協働文化の醸成 

①資金 調査費 広告費 

②人材 

③活動場所 会議室 拠点 

④本業の共済商品 

 

４．今回の事例のポイントと、見えてきた課題 

 本事例の協働ポイントは４点に要約できる。１つは活動拠点の提供、2 つは人材の提供、3 つは資金の提供、

最後に4つめは、NPO中間支援組織への支援である。 

①活動拠点の提供 

NPO にとって活動場所や事務所など拠点の確保は欠かせない。少なくとも公益に資する NPO であるからに

は、拠点とする場も公共的な要素が望まれる。つまり自宅では公益性の担保は難しく、この点が地縁系団体と相

違する点でもある。活動実施に当たり、市民やボランティアの集うスペース、会議のスペース、事務のスペース

があってこそ、地域に求められる公益性の高い活動が展開できる。 

今回の２事例は、共に活動拠点や集会スペースを共済組合から受け、そこを足場に急速に事業が拡張していっ

た事例である。NPO（１）の NPO サービスセンターでは２５団体のネットワークに成長し、NPO（２）の阪

神北ハウスでは１拠点を１３団体が活用してネットワークしている。 

安心して落ち着いて活動できる拠点の有無は、地域活動の活性化に必要不可欠であることを実証されており、

共済組合 
（全労済） 

NPO（２） 
宝塚 NPO センター 

NPO（１） 
CS神戸 

NPOサービスセンター 

NPO団体 14団体 

介護事業所 11団体 

場の提供 

地域ニーズの把握 

場の提供 

人材派遣 

インフォーマルサービスの実態

把握・実施 

情報提供 
協働事務所利用会員 ５ 

WEB会員８ 

拡張と発展 

協働 

協働 



今後企業などが保有する建物・施設を CSR の一貫として部分的にでも開放できることを、多くの NPO は切な

るニーズとしてもっている。このニーズに応えるなかで地域活動が活性化する展望が明らかになってきた。 

 

②人材の提供 

NPO（１）の事例では、長期駐在の形でNPOに人材を出向させ、双方の協働で新しいサービスの創出を実現

させている。新しいサービスとは「高齢者が在宅でいつまでも安心して暮らせるように、少しの家事援助をした

り、介護予防の情報をお伝えしたり、介護保険ではできないサービスの提供を地域のNPO団体を連携して提供

する」ものである。東灘区・灘区のインフォーマルサービスのマッチングセンター「神戸東部NPOサービスセ

ンター」へのアクセス数は急増し（１ヵ月約100件）市民の信頼を寄せている。 

社会に未達のサービス創出は、企業の研究開発に匹敵する部門ではあるが、財政基盤の乏しいNPOが先行投

資的に着手できる状況ではない。行政は実績重視主義であり、このように必要性はあるが実験的である事業こそ、

時限的に企業の人材を得てNPOの地域密着性と一体になり新しいサービス創出をすることが、今後の協働のあ

り方を示唆している。 

課題としては、これらの事例が個々の関係にとどまっていることであろう。このような事例は、企業サイドか

らみれば、団塊世代をはじめとするリタイアメントの地域活動への助走期間の応援であり、CSR 運動の一環と

もなる。NPO サイドから見れば有給スタッフを十分に配置できないなかで、マネジメントにたけた即戦力とし

ての人材供給は、実務面で大いに助かりさらにスタッフの教育効果など効果は計り知れないものがある。双方の

立場を理解するコーディネーターの存在でまさにWIN―WINパワーの関係が成立するのである。 

 

③資金の提供 

 資金の潤沢なNPOなど聞いたことがない。さまざまな名目での資金応援は大変貴重である。 

ケース（１）では調査費・広告費といった名目で NPO は資金提供を受けている。調査費は「神戸東部 NPO

サービスセンター」を立ち上げる2年前からニーズとシーズの調査や研究会開催への助成であり、広告費は「NPO

サービスセンター」のパンフレットへの広告掲載である。共に共済組合本業にどの程度の影響があるかは不明で

あるが、市民に好印象であることは間違いない。ただし対象のNPOや対象期間、助成金額について明瞭な定め

がなく、あくまでも実験的であるがゆえに一般化への道筋が課題である。 

 

① 中間支援組織への支援 

最後のポイントは、中間支援団体への助成がもたらす効果を整理してみたい。 

協働事業の概要とイメージ図を振りかえってみると、１NPOと協働することで、（１）は２５団体に（２）は１

３団体に拡張発展している実態が見える。他のNPOを積極的に応援することで地域の福祉力を高めていくこと

を本来的なミッションにしている中間支援の機能をよくあらわしている。中間支援の１NPO との協働が、さら

に多くのNPOネットワークと直結しているのである。 

 また NPOと直接関係を持つ前に１クッションをおいてリスクヘッジに努めたり互いを確認する期間にする場

合にも有効である。 

 

 

 

 

 

 

 



３ 子育て支援を通じた協働事例（行政・生協・ＮＰＯ） 

 

１．協働事業の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．企業とNPOの概要 

【NPOの概要】 

 団 体 名：特定非営利活動法人子育て支援ネットワークあい 

 所 在 地：神戸市東灘区住吉本町2丁目3番 9号 

活動開始：2004年 4月（法人格の認証は２００４年５月） 

 会 員 数：１９名 

 スタッフ数：非常勤スタッフ・アルバイト１４名 

      →コープこうべの子育て支援リーダーとして、コープサークル（子育て分野）の運営相談や子育

てサポーターの養成・子育てひろばの開設に関わってきた組合員を中心に運営している。ス

タッフ全員が保育士や幼稚園等教諭の免許保持者。 

 主な活動地域 ：神戸市東灘区 

 主な活動：地域における子育て世代をサポートするために、保護者の短期就労のほか、病

院通いやサークル参加など、子どもを預ける理由を問わない一時保育、親同士

や地域との交流の場の提供を行なっている。 

 U R L：http://plaza.rakuten.co.jp/hoikuroomaiai/ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

概 要：ＮＰＯ・行政・生協の協働による子育て支援事業の展開 

内 容：神戸市東灘区において地区の会館を利用して、生活協同組合コープこうべ（以下、

コープこうべ）から委託を受けたＮＰＯ法人子育て支援ネットワークあい（以下、

あい）が１歳児から未就園児を対象とした子育て支援事業を展開している。地区が

所有する会館を神戸市が借り上げ、それを市とコープこうべの間で賃貸借契約を取

り交わし、運営主体のあいは無償で利用している。主に専業主婦の育児ストレス軽

減を目的とした一時保育・親子遊び・育児相談等を行なっている。 

関係当事者：神戸市（行政：場の提供）＋コープこうべ（生協：委託元）＋あい（ＮＰＯ：運営主体） 

【生協の概要】 

 名  称：生活協同組合コープこうべ 

 所 在 地：神戸市東灘区住吉東町2丁目 3番 28号 

 設 立 ：１９２１年（大正１０年） 

組合員数：1,278,379人 

職員数 ：12,229人 

※2006年 3月 31日現在 



３．協働事業の概要とイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 強 み パートナーから受けるメリット パートナーに提供できる資源

ＮＰＯ 
①子育て支援のノウハウ 

②子育てへの「思い」 

行政から：場の無償貸与 

生協から：信用の担保 
人材・ノウハウ・情報 

生 協 
①地域での厚い信用 

②地域活動の歴史と実績 

ＮＰＯから：事業ノウハウ

行政から：場の無償貸与 
信用担保・広報 

行 政 ①信用の担保 

ＮＰＯから：事業の受託 

生協から：事業主体として

の信頼

財政支援、場の無償提供 

 
 
４．協働することによって得たお互いの成果や、今後の展望と課題 

 子育て支援事業の実施主体であるＮＰＯは場の確保や行政を始めとする他機関との交渉など、立上げ時に

必要となる重要な資源を他組織と協働することで比較的容易に得ることが出来た。行政と生協は協働のかた

ちを採ることで間接的に、地域の中できめ細かなニーズに応えうる子育て支援を展開することが出来た。こ

れらの関係当事者とともに、受益者としての地域の親子は駅前の交通至便な場所で低廉な価格により一時保

育のサービス提供を受けることが可能となった。ここでは実施主体のＮＰＯ法人のみならず、そこと委託関

係にある生協の、地域における厚い信用が利用者への安心感を与えたと言えるだろう。 
 その一方で、実施主体のＮＰＯ法人の自立性や主体性が事業を通じていずれ求められてくることになる。

団体にとって不可欠な場や開設資金の多くを協働のパートナーから提供されていることは、ある種の“縛り”

が生まれる可能性もある。事業の成果や利用者の満足度のみならず、実施主体のＮＰＯ法人の主体性もこの

協働の仕組みの中で確立されることが求められる。 
 パートナーとして対等の関係を保つためには、機会・場・カネの提供にとどまらず、日々変化する地域の

ニーズに即応できるよう、それぞれの時点で当事者が求めるものを常に把握し、意見交換を行なうことが今

後、ますます必要となるだろう。 
 

 

 

 

行 政 

（神戸市） 

生 協 

（コープこうべ） 

ＮＰＯ 

（あ い） 

地 域 

（親と子） 

場の賃貸借契約 

委託契約 サービス提供 

（間接的な子育て支援） 



４ ファンドレイジングを通じた協働事例（実行委員会形式） 

１．協働事業の概要 

内 容：震災後、神戸に生まれた市民活動を支える財源を自立的に獲得するために 2003 年、

15 団体によって実行委員会が結成された。様々な文化活動をおこなってきたが、初めての試み

として「チャリティ美術展」に取り組んだ。 

期 間：2006年９月２日（土）～１２日（火） 

ネットワーク：ギャラリー島田のネットワークによった 

  作家・コレクターに作品提供を呼び掛け、あとはギャラリー島田が作品提供した 

  会場はギャラリー島田、展覧会設営はぼたんの会のメンバーを神戸大学の学生が手伝った 

  構成団体は宣伝、集客を行った 

収支 

売上：1,819,000円  NGO/NPOへの還元額：909,500円 

２．ぼたんの会の概要 

【概要】 

団 体 名：ぼたんの会実行委員会（代表 黒田裕子）   

活動開始：2002年 8月の結成。2003年 4月の「夜会・ぼたんの会」で事業開始 

会 員 数：現在、神戸を中心とする14のNGO/NPOが参加している 

事務局：しみん基金こうべ  

    代表 黒田裕子  事務局長 野崎隆一 
実行委員会構成団体：市民活動センター神戸、兵庫県子ども文化振興協会、被災地ＮＧＯ協働センター、

神戸学生センター六甲奨学基金、神戸まちづくり研究所、ゆめ・風・１０億円基金、 

しみん基金こうべ、アートサポートセンター神戸、阪神高齢者・障害者ネットワーク、 

コミュニティー・サポートセンター神戸、FMわいわい、移住労働者人権裁判基金、 

(公)亀井純子文化基金、阪神・淡路大震災まち支援グループ まちコミュニケーション 

協力企業 
  資金提供：（株）シスメックス、積水ハウス、（株）フェリシモ 
  その他の協力：神戸新聞文化財団、北野ガーデン、神戸風月堂 
事業はコンサート、パーティー、講演会、朗読会など多岐にわたる、履歴については下記に詳述

する。 

 

【事業の概要】 

「ぼたんの会」のファンド・レイジングは全く新しい資金獲得のシステムです 
① 多くの NGO/NPOが協力して、一つの事業に取り組む 
② 事業そのものが社会的な意義をもつ 
③ 貢献に応じて収益の還元を受ける 
④ 事業を通じて新しい人の交流が生まれ、ノウハウを学ぶ 
震災後、神戸で生まれた様々な市民活動を支えるために、NPO/NGOが協力して、文化の香り豊か
な事業を計画し、その協力の度合いに応じて資金を獲得する取り組みをはじめました。 
会の名称を「ぼたんの会」といいます。“ぼたん”は「牡丹の花」と「ボタン」の意味を重ね合わ

せています。 



チャリティ美術展は、その絵画販売による試みです。 

① 従来の「ぼたんの会」の事業は主としてチケットの販売に応じて還元金を受け取るシステム

ですが、それだと、どうしても団体によっての得手不得手があります。チャリティー美術展

は、構成団体が一切、販売をしないでいい試みです。集客のみの協力ですむことが大きな特

徴です。 

② 作家は作品を提供することで社会貢献が出来、コレクターも同様です。 

作品購入者は、気に入った作品を廉価に入手出来、さらに購入額の 50％を指定寄付できま

す。寄付先を指定出来るのが大きな特徴です。 

３．「ぼたんの会」その趣旨 
 神戸を愛する多くの皆さんが、少しずつの善意を持ち寄って、楽しく、豊かに、ひと時をともに過ごしな

がら、震災後に芽生えた、支えあいの心や、繋がっていく喜びを確認し、ボランティア活動への理解と支援

への輪を拡げる機会とし、NPO/NGO が協働し、事業遂行のノウハウを学び、その結果として活動のため
の財源を獲得いたします。 
  実施要領は 
 ぼたんの会の事業は、参加される皆さんが、交流を楽しみ、文化を楽しみながら、次代を担う人材や市民

活動団体を財政的に支援することを目的にしています。   
チケットを販売することによって、４０％～５０％を還元するＭＳＩ事業（mutual supporting 
institution）方式によって収益を寄付いたします。 
要は、努力に応じて収益の還元を受けられる仕組みがユニークなのです。 
４．成果と今後の展望と課題 

過去に「ぼたんの会」が取り組んできた事業は  
２００３年４月１１日  「夜会・ぼたんの会」 （北野ガーデン） 
     ４月１１日  リレートーク 永六輔 灰谷健次郎 柳田邦男（松方ホール） 
２００３年９月２１日  「加藤周一講演会」（朝日ホール） 
２００４年１月１６日  「天満敦子コンサート 祈り」（神戸新聞松方ホール） 

３月２０日  トーク・ナイト 永六輔「今、一番いいたいこと」ラッセホール 
４月２３日  「夜会・ぼたんの会」 （北野ガーデン）  

２００５年５月２０日  「夜会・ぼたんの会」 （北野ガーデン） 
２００６年１月１７日  「竹下景子 詩の朗読と音楽の夕べ」 松方ホール   
２００６年９月２日（土）～１２日（火）チャリティ美術展 

「ぼたんの会」そのものは５年間を限定として出発しました。 

２００７年１月１７日の「竹下景子 詩の朗読と音楽の夕べ」と５月１８日の「夜会・ぼたんの会」

までは決まっていますが、今後をどうするかは未定です。 

「ぼたんの会」がファンドレイジングした金額 

                           11,127,885円（2006年９月 31日現在） 
 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

第２部 最終提言 

（ＮＰＯと企業の連携活動の促進に向けて） 

 

第１節 調査結果のまとめ 

第２節 タスク・トゥギャザーを促進するための提言 

 

 



第２部 最終提言（企業と NPOの連携活動促進に向けて） 

 我々は、前回の報告書に「タスク・トゥギャザー：多彩な協働に向けて」という副題を付けた。タスク・

トゥギャザー（task together）とは、立場や目指すところの異なる、相互に独立した組織同士が、互いを
尊重し、相互に独立性を保ちながら連携・協働活動を行うことを意味する。企業と NPO との連携活動は、
この言葉通り、立場の異なる２つの組織が、互いを尊重し、相互に独立性を保ちながら、地域活動に取り組

むことに他ならない。かかる活動を通じて、NPOは地域活動の促進と地域の活性化という諸目的を、企業
は地域社会というステークホルダーとの良好な関係の構築や地域社会での認知度のアップといった諸目的

を達成することができ、２つの異なる立場の組織はいわゆるWin-Winの関係を構築することができるので
ある。 
 地域における NPO 活動の重要性や企業の CSR 活動の高まりといったことも手伝って、企業と NPO と
の連携活動は注目を集めてはいる。しかし、前回の企業向けの調査や本調査を分析してみると、かかる活動

の重要性や意義は認識されつつも、その認識が双方の組織を即座に連携活動に向かわせ、かかる活動が促進

されるという状況にはなっていない。連携活動への認識や理解はあったとしても、かかる活動は自動的には

展開されない。つまり、かかる活動を促進するためには、何らかの仕組みや仕掛けが必要不可欠なのである。 
前回の調査および本調査の目的は、連携活動に関する基礎的なデータを収集・分析し、その結果をかか

る活動を促進するための仕組みや仕掛けづくりに活かすことであった。ここでは、今回の調査から得られた

分析結果をもう一度整理し、前回の調査結果もふまえた上で、企業と NPOとの連携活動を促進するための
仕組みや方策について、検討を加え、提言としたい。 
 以下では、まず今回のアンケート調査で得られた連携活動に関する NPOの意見をまとめてみよう。 
 
第１節 調査結果のまとめ 
（１）企業との連携活動を行っていると回答した NPOは 212団体中 90団体、全体の 42％に止まった。現
在はないが過去にあったと回答した団体も含めると 96 団体で全体の 45％である。アンケート回答団体
の特徴と連携活動の有無については、事業規模と連携活動との間に関係がありそうだ。つまり、事業規

模 500万円以下の NPOは連携活動を行っていない件数が多く、500万を超える NPOは連携活動に取り
組んでいる件数が多いのである。 

 
（２）連携活動のきっかけで多かったのは、①トップや担当者と個人的なつながりがあった（61）、②企業
に直接話をもっていった（35）、③企業からの打診があった（22）といった意見である。この調査結果か
ら、NPOと企業との連携活動は簡単に行われるものではなく、何らかの繋がりやネットワーク、および
具体的な行動にその開始が大きく依存することがわかる。 

（３）連携活動の内容について、回答の多かったものをあげると、⑦寄付や助成金の受入れ（36） ⑧法人
および賛助会員として入会してもらっている（30） ⑪共同でのイベント等の開催（30） ②理事や監事
へ就任してもらっている（26） ③講師や専門家の派遣や受入れ（16）となる。NPO は企業とともに、
人的側面（②・③）と資金的側面（⑦・⑧）での連携活動、および共同でのイベント開催といった連携

活動を展開している。 
 
（４）連携活動を行う理由として多かったのは、①地域貢献のパートナーとして認識しているから（4.25） 
④活動に必要な資金を確保するため（4.00） ②団体の社会的認知を高めることにつながるから（3.92） ⑥
活動の基盤となる場や物的資源を得るため（3.84）といった意見である。連携活動を行っている NPO団
体は、企業をかかる活動のパートナーとして積極的に認識し、連携活動を通じて資源を確保するために、



あるいは団体の社会的認知を向上させるために、企業との連携活動を推進しているのである。 
 
（５）連携活動の評価については、実際にかかる活動を行っている NPO 団体の評価は非常に高く、「企業
との連携活動を今後とも続けたいと思っていますか」という質問に対し、全体の７割強（72.72％）が「大
いにそう思う」と回答している。 

 
（６）連携活動を行わない理由として、ア）企業がNPOにどのような関心をもっているかが分からない イ）
団体内の人的資源に余裕がない ウ）企業との関わり方が分からないなどがあげられる。この結果から、

回答した NPO団体は、連携活動そのものや連携相手に関する知識や情報の不足、および連携活動に割け
る人的資源の不足といった課題を抱えていることがわかる。 

 
（７）連携活動をやめた理由として、ア）予定した事業が終わったから イ）企業の都合により継続できな

くなったから（経営の悪化、経営者の交代、部署の廃止、担当者の異動など）があげられる。 
 
（８）連携活動に必要な要件として回答が多かったのは、①どのような企業があるのかについての情報収集 
④連携活動を担当する人材の確保 ⑤積極的な情報公開や情報発信をする能力やツール ⑥地域における
認知や信用を高めること ⑧具体的な協働案を提示できる能力の養成といった意見である。アンケートに
回答した NPOは、企業との連携活動を促進するために、連携相手に関する情報収集（①）と、連携相手
に自らを知ってもらうための情報発信能力と信用力（⑤・⑥）、および連携案の策定能力と活動を進める

ための人材の確保（⑧・④）といった課題の解決が、連携活動の促進につながると考えている。 
 
（９）連携活動に関する企業への要望として回答が多かったのは、①トップが地域活動に関心をもって欲し

い ③地域活動のパートナーとして NPOを認識して欲しい ④ NPOへの理解について、社内で合意が得
られるように進めて欲しい ⑧寄付金や助成金などの資金を提供して欲しい ⑨地域活動に関連ある技術
やノウハウなど企業情報をもっと公開して欲しいといった意見である。 

 
（10）連携活動に必要な仕組みとして回答が多かったのは、①協働事業に関する企業の情報を提供して欲
しい ②企業と交流する機会を作って欲しい ⑦NPOからの要望を受け止め、企業に発信する仕組み（仲
介機関など）が欲しいといった意見である。企業との連携活動を促進するためには、協働相手となる企

業情報の収集する仕組みやかかる活動のきっかけとなる場という仕組み、および連携活動に関する NPO
のニーズを企業へ発信する仕組みが必要であるとアンケート参加 NPOは考えているようである。 

 
第２節 タスク・トゥギャザーを促進するための提言 
 以上のようなアンケート調査の結果と、それ以外に行ったグループヒアリング調査や先進事例調査の結果

とを総合すると、NPO側から見た企業との連携活動の現状と課題は、図表１と２のように示すことができ
よう。本調査でも明らかになったように、NPOと企業との連携活動は、重要性や関心が高まっているもの
の、現時点では活発に行われているとは言い難い。この点は、連携活動を実施している NPOが全体の 42％
にとどまったことをみても明らかと言えよう。つまり、連携活動の重要性の認識は、必ずしも自動的にかか

る活動の実行には結びついていないのである。むしろ前回および今回の調査結果から明らかになったことは、

NPOと企業との連携活動は様々な課題に直面しており、これらの課題を解決していくことが連携活動の増
加・促進につながるということに他ならない。この点を図表 1と 2をみながら説明していこう。 
 図表 1にも示したように、アンケート回答団体で、企業との連携活動を現在行っているのは全体の 42％



であった（212団体中 90団体）。2002年に行われた愛知県の調査では、回答団体の 60％が連携活動を行っ
ていた。このデータを比べると、今回の調査データの値は低いと言えるのかもしれない。ただ、連携活動を

行っている NPOはかかる活動を高く評価しているため、かかる活動に問題があると言うことではなく、何
らかの課題や障害があるために、その活動がうまく展開されていないと解釈した方が良さそうである。 
 連携活動の具体的な内容については、①寄付金や助成金の受入 ②会員（法人および賛助会員）として入

会 ③共同イベントの開催 ④理事や監事への就任 ⑤講師や専門家の派遣や受入などがあげられた。

NPOは企業とともに、資金的側面（①・②）、人的側面や専門知識の側面（④・⑤）、および共同でのイベ
ント開催といった側面で連携活動を展開している。かかる活動を行うきっかけとなったのは、トップや担当

者との個人的な繋がりや直接話をもっていったということである。基本的に、企業とNPOとの連携活動は、
個人的なネットワークをきっかけにして創発的に開始されているようである。 
 NPO が企業と連携する理由としては、①企業を地域貢献のパートナーとして認識 ②活動資金の確保 
③団体の社会的認知の向上 ④活動の基盤となる場や物的資源の獲得といった内容であった。実際に連携活

動を行っている NPOは、企業を立場は違うが共に地域貢献を行うパートナーとして認識し、経営諸資源の
調達や活動の促進、および自らの活動の社会的意義を知らしめるために、かかる活動を行っているようであ

る。連携活動を通じて、企業も地域社会というステークホルダーとの良好な関係の構築や地域社会での認知

度のアップといった諸目的を達成することができるであろう。それゆえ、前述したように、 
 

 
 
 
 
 
 
 

連携活動 
                全体の 42％ 
 
              連携活動の評価は高い 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

NPO 企業 

連携活動の内容 

・寄付金や助成金の受入 

・会員として入会 

・共同イベントの開催 

・理事や監事への就任 

・講師や専門家の派遣や受入 

連携する理由 

・地域貢献のパートナーとして認識 

・活動資金の確保 

・団体の社会的認知の向上 

・活動の基盤となる場や物的資源の 

獲得 

連携のきっかけ 

・トップや担当者との個人的な 

つながり 

・企業に直接話をもっていった 

企業への要望 

・地域活動に対するトップの理解の向上 

・パートナーとして NPOを認識して欲しい 

・NPOへの理解に関する社内合意 

・資金の提供 

・地域活動に関連する情報・ノウハウの公開 

連携活動に必要な NPOの要件 

・連携相手企業の情報収集 

・連携活動担当者の確保 

・情報公開や発信を行う能力やツール 

・地域における認知や信用度の向上 

・連携案を提示できる能力の養成 
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・協働事業に関する企業情報の提供 
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・NPOから情報を収集し、企業に発 

信する仲介機関 

図表１ NPOと企業との連携活動（NPOへのアンケート調査結果） 



 
企業と NPOという 2つの異なる立場の組織は、連携活動を行うことによって、いわゆるWin-Winの関係
を構築することができるのである。 
 では、NPOと企業との連携活動を促進するためには、どのような要件や仕組みが必要なのであろうか。
アンケートに回答した NPOは、①連携相手企業の情報収集 ②連携活動担当者の確保 ③情報公開や発信
を行う能力やツール ④地域における認知や信用度の向上 ⑤連携案を提示できる能力の養成などが必要

と考えているようである。この回答は、連携活動を行うためには、ア）連携相手の情報収集が必要である、

イ）かかる活動をうまく行っていくための人材や能力、情報発信などが必要である、ということにまとめら

れよう。確かに、日々の NPO 活動を行いながら、さらに連携活動を進めていくことは、NPO にとっても
当初は負担に思えるのかもしれない。ならば、その負担や不安を解消できるような仕組みをつくることがで

きれば、連携活動への不安や負担はなくなり、多くの NPOがかかる活動に対して第一歩を踏み出せるのか
もしれない。 
 かかる点は、図表 2に示した連携活動を行わない理由にも反映されている。連携相手と 

図表２ NPOが企業とのかかわりをもたない理由 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
なる企業の NPOへの関心が不明、人材に余裕がない、連携の仕方が分らないといった回答は、上述したア）
とイ）と同様のことを言っているに過ぎない。連携活動に関わる情報や能力を提供できるような仕組みがあ

れば、障害は一挙に無くならないにしても、連携活動を取り組んでみようと考える NPOは増えてくるはず
である。 
 では、どのような仕組み作りをすればよいのであろうか。アンケート結果から、NPOと企業との連携活
動に必要な仕組みとして、①協働事業に関する企業情報の提供 ②企業との交流の機会 ③NPOから情報
を収集し、企業に発信する仲介機関などがあげられている。これらの意見と前述したこととをあわせると、

連携活動を促進する仕組みに関する NPOの意見は次のようになろう。すなわち、かかる活動を行うために
は、a）まず相手を知る必要があり、そのための情報収集や情報提供がかかせないこと b）特に連携活動
をしたことのない NPOは、活動に割ける人材や活動に必要なノウハウの面で不安に思っている団体が多い
ため、何らかの仲介機関の支援が連携活動促進への後押しとなること c）NPO と企業との交流の機会が
増えれば、個人的なネットワークも形成され、連携活動への弾みがつくことである。 
 以上のことは、前回の企業向けの調査結果の提言部分でも主張されている点である。NPOとの連携活動
を促進するために、企業は、かかる活動をうまく進めるための窓口的役割が必要であるとの見解を提示して

いた。連携活動をうまく離陸させ、安定的かつ恒常的な活動に育て上げるためには、企業と NPOといった
2つの立場の異なる組織の橋渡しをする窓口的役割や仲介機関が必要なのである。つまり、企業もNPOも、
異なる目標をもち、異なる場で、異なるやり方で活動をしているため、お互いを理解し、連携活動を進めて

いくためには、何らかの触媒が必要になる。立場の異なる 2つの組織が手を結んでいくためには、2つの組
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織の境界面を結びつける役割としての「境界連結単位（boundary spanning roles）」が必要不可欠なのであ
る。 
 では、この役割を誰が担うかということが問題となる。ここでは断言はできないが、現時点で考えられる

最良の案は、それぞれの地域で NPOの活動を支援し、助言している社会福祉協議会などの公的機関や中間
支援を行う NPO団体が、境界連結単位という新しい役割を担うということであろう。連携活動の仲介機関
として、何らかのかたちで公的機関が絡めば、NPOのことをあまりよく理解していない企業の不安も解消
されるであろうし、地域で中間支援を行う NPOや中核的な役割を担う NPOが連結単位となることによっ
て、実際に連携活動を行う NPOの不安や資源面の問題も解消される可能性が高い。 
以上のようなことは、図表 3にまとめることができよう。立場の異なる企業と NPOという存在。その両

者の連携活動を促進するための境界連結単位という役割。かかる関係は、企業や NPO にとって Win-Win
の関係を作り上げるだけでなく、境界連結単位という新しい役割を担う組織にとっても、社会的存在意義の

向上など大きなメリットがある。したがって、境界連結単位を含めたこれら 3 者の関係は、Win-Win-Win
の関係をもたらすと言えよう。 
 幸いにも、現在、図表 3 に示した関係づくり（マッチングシステム）を、兵庫県社会福祉協議会（ひょ
うごボランタリープラザ）と企業、NPOとがタッグを組んで行う実験を進めている。現時点では、机や椅
子、あるいは施設や敷地など企業の保有する資源を提供してもらい、NPOのニーズに合わせてそれらを配
分・活用するということをしているが、かかる試みは、企業と NPOとの連携活動を促進する活動に発展す
ると期待している。 
 これまで議論してきた企業と NPOとの連携活動は、一見すると資源提供を受ける NPOのメリットのみ
が強調されがちであるが、決してそうではない。企業の CSR活動にとっても重要な意味があることを最後
に主張しておきたい。 
 

＜マッチングシステム＞ 
図表３ タスク・トゥギャザーを促進するための仕組み：境界連結単位 
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               地域中核 NPO 
 
 
 以上が、本調査の最終結果である。これまで議論してきた点を、本調査の提言として以下にまとめたい。 
【本調査からの提言：連携活動を促進するために】 
１． 連携事業に関する情報の提供 
２． NPOと企業との交流の機会や場の提供 
３． 連携活動を促進する仲介機関の設置（境界連結単位の設置） 
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